
証券コード9982
2022年５月９日

株 主 各 位
名古屋市西区牛島町６番１号

代表取締役
社長執行役員 滝 一 夫

第111期定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。

さて、当社第111期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出
席くださいますようご通知申しあげます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面または電磁的方法（インターネット
等）によって議決権を行使することができますので、お手数ながら後記の株
主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権行使についてのご案
内に従って、2022年５月24日（火曜日）午後６時までに議決権を行使いただ
きたくお願い申しあげます。

敬 具
記

1. 日 時 2022年５月25日（水曜日）午前10時
2. 場 所 名古屋市西区牛島町６番１号

名古屋ルーセントタワー 16階
ＴＫＰガーデンシティＰＲＥＭＩＵＭ名古屋
ルーセントタワー会議室

3. 目 的 事 項
報 告 事 項 1. 第111期(自2021年３月１日至2022年２月28日)

事業報告及び計算書類の内容報告の件
2. 第111期(自2021年３月１日至2022年２月28日)

連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査等委員会
の連結計算書類監査結果報告の件

決 議 事 項
第 １ 号 議 案 剰余金の処分の件
第 ２ 号 議 案 定款一部変更の件
第 ３ 号 議 案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任

の件
第 ４ 号 議 案 監査等委員である取締役３名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。また、資

源節約のため、本招集通知をご持参くださいますようお願い申しあげます。
◎ 議決権行使書用紙とインターネットにより議決権を重複して行使された場合は、インターネットに

よるものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
◎ インターネットにより議決権を複数回行使された場合は、最後に行使されたものを有効な議決権行

使としてお取り扱いいたします。
◎ 株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合は、インターネ

ット上の当社ウェブサイト (https://www.takihyo.co.jp) に掲載させていただきます。
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(添付書類)

事 業 報 告

(自 2021年３月１日
至 2022年２月28日)

1．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果並びに対処すべき課題
① 事業の経過及びその成果

当連結会計年度においては、新型コロナウイルス感染症の影響が
続き個人消費が低迷する中、とりわけ衣料品支出は、厳しい状況で
推移いたしました。
当社は、重点施策として「既存卸売ビジネスの挽回」、「小売り事

業の強化」、「特長ある商品群の企画・提案」、「異業種との協業」に
取り組んでまいりましたが、当連結会計年度の売上高は56,572百万
円、前期比13.0％の増収となったものの、原料価格の上昇、円安進
行、海上運賃の値上がり、生産委託工場の工賃上昇など、第３四半
期以降に急ピッチで上昇した影響を強く受け、売上総利益率が17.3
％と前期比2.8ポイント低下いたしました。
また、売上高の増加に伴い物流費や物件費など販売費及び一般管

理費が12,007百万円、前期比8.4％の増加となった結果、営業損失は
2,228百万円（前期は営業損失1,018百万円）、経常損失は2,012百万
円（前期は経常損失770百万円）、親会社株主に帰属する当期純損失
は2,025百万円（前期は純損失1,121百万円）となりました。

当連結会計年度におけるセグメント別の概況は、次のとおりであ
ります。
＜アパレル・テキスタイル関連事業＞

売上高は50,091百万円（前期比13.1％増）となったものの、売
上原価の上昇、販売費及び一般管理費の増加により営業損失が拡
大することとなりました。
＜賃貸事業＞
概ね前年並みに推移し、売上高は850百万円（前期比2.4％増）

となりました。
＜その他＞
売上高は5,631百万円（前期比13.9％増）となりました。
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② 対処すべき課題
衣料品市場の停滞が続く中、原材料・海上運賃・工賃の高止まり、

円安の進行など、今年度も事業環境は非常に厳しいと考えておりま
す。

今年度も当社は「既存卸売ビジネスの挽回」、「特長ある商品群の
企画・提案」など中期的な課題に取り組んでまいります。加えて収
益力の挽回に向け、受注活動段階から、品番毎の適正利益確保に全
力を尽くしてまいります。あわせて事業の再構築に着手し、固定費
の削減に取り組んでまいります。
こうした取り組みを加速するために、３月１日付けで組織改編を

行い、アイテム・年代・テイストを越えてトータルで企画提案を進
める体制を指向するとともに、取締役および執行役員の若返りを行
い、マネジメント体制を刷新してまいります。
株主の皆さまにおかれましては、今後とも一層のご支援とご鞭撻

を賜りますよう、お願い申し上げます。

(2) 設備投資等の状況
当連結会計年度におきましては、特記すべき事項はありません。

(3) 資金調達の状況
当連結会計年度におきましては、特記すべき事項はありません。
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(4) 財産及び損益の状況の推移
① 企業集団の財産及び損益の状況の推移

(単位：百万円)

期 別

区 分

第 108 期
(2019年２月期)

第 109 期
(2020年２月期)

第 110 期
(2021年２月期)

第 111 期
(当連結会計年度)
(2022年２月期)

売 上 高 64,815 60,274 50,042 56,572

経常利益又は経常損失（△） 209 1 △770 △2,012

親会社株主に帰属する当期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純損失（△）

△1,621 45 △1,121 △2,025

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△）

△173円80銭 4円86銭 △120円36銭 △219円42銭

総 資 産 47,785 44,694 44,673 47,048

純 資 産 33,456 32,619 31,404 29,148

１ 株 当 た り 純 資 産 3,558円94銭 3,469円15銭 3,357円62銭 3,151円11銭

(注)「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２
月16日）等を第109期の期首から適用しており、第108期の総資産については、当
該会計基準等を遡って適用した後の数値となっております。

② 当社の財産及び損益の状況の推移
(単位：百万円)

期 別
区 分

第108期
(2019年２月期)

第109期
(2020年２月期)

第110期
(2021年２月期)

第111期(当期)
(2022年２月期)

売 上 高 58,331 54,274 47,192 55,050

経常利益又は経常損失（△） 281 △256 △1,147 △1,962

当 期 純 損 失 （△） △1,372 △203 △909 △1,861

１株当たり当期純損失（△） △147円14銭 △21円81銭 △97円58銭 △201円70銭

総 資 産 44,298 41,182 41,917 44,322

純 資 産 30,158 29,137 28,082 25,894

１ 株 当 た り 純 資 産 3,205円35銭 3,095円79銭 2,999円80銭 2,796円53銭
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(5) 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社との関係

当社は親会社を有しておりません。

② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 出資比率 主 要 な 事 業 内 容
％

瀧兵香港有限公司 10百万香港ドル 100.0 海外生産衣料品の品質・納期管理

ティー・ティー・シー株式会社 80百万円 100.0
グループ企業に対する機器リース及
び不動産賃貸管理

ティー・エフ・シー株式会社 50百万円 100.0
衣料品及び衣料用パターン・サンプ
ルの製造販売

タキヒヨー(上海)
貿 易 有 限 公 司

3百万元 100.0 海外生産衣料品の品質・納期管理

株式会社タキヒヨー・
オペレーション・プラザ

40百万円 100.0 当社商品の保管及び入出荷業務

タキヒヨー韓国株式会社 350百万ウォン 100.0 海外生産衣料品の品質・納期管理

③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況
該当事項はありません。

(6) 主要な事業内容

セグメント 主な取扱い製品等

アパレル･テキスタイル関連事業
レディスアパレル、ベビー・キッズアパレル、
ホームウエア、メンズアパレル、ゴルフウエア、テキ
スタイル等の企画・製造・販売、物流事業

賃 貸 事 業 不動産賃貸管理、事務機器等のリース

そ の 他 合成樹脂・化成品の販売等

― 5 ―

2022年04月19日 18時01分 $FOLDER; 5ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



(7) 主要な営業所及び工場

本 社 愛 知 県

東 京 支 店 東 京 都

当 社 大 阪 支 店 大 阪 府

ニ ュ ー ヨ ー ク 支 店 ア メ リ カ

ミ ラ ノ 支 店 イ タ リ ア

株式会社タキヒヨー・
オペレーション・プラザ

犬 山 第 １ セ ン タ ー
愛 知 県

犬 山 第 ２ セ ン タ ー

ティー・エフ・シー株式会社 北 陸 工 場 富 山 県

タ キ ヒ ヨ ー ( 上 海 )
貿 易 有 限 公 司

大 連 分 公 司
タキヒヨー大連品質管理センター 中 国

青 島 分 公 司

(8) 従業員の状況
① 企業集団の従業員数

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

841
名

40(減)
名

(注) 従業員数は期末の就業人員であります。

② 当社の従業員数

区 分 従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 令 平均勤続年数

男 性 322
名

19(減)
名

46.7
才

18.9
年

女 性 336 3(減) 36.8 9.6

合計または平均 658 22(減) 41.7 14.2

(9) 主要な借入先

借 入 先 借 入 残 高

株 式 会 社 三 菱 UFJ 銀 行 5,650百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 3,300

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 1,000

株 式 会 社 中 京 銀 行 260
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(10) その他企業集団の現況に関する重要な事項
(継続企業の前提に関する重要事象等)

当社グループは、継続して営業損失（３期連続）およびマイナスの
営業キャッシュ・フロー（２期連続）を計上しております。当連結会
計年度においては、原料価格の上昇、円安進行、海上運賃の値上が
り、生産委託工場の工賃上昇などに伴い売上総利益率が低下し、特に
第４四半期（12月～２月）で多額の損失を計上した結果、通期で多額
の営業損失、経常損失及び親会社株主に帰属する当期純損失並びにマ
イナスの営業キャッシュ・フローを計上しております。これらの影響
は翌連結会計年度に及ぶ可能性があり、引き続き厳しい収益状況が見
込まれております。
以上により、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせる事象又は状

況が存在していると認識しております。このような状況を早期に解消
するために当社グループは、「(1) 事業の経過及びその成果並びに対
処すべき課題 ②対処すべき課題」に記載の取り組みにより、赤字の
削減を進めてまいります。
なお、資金面においては、当連結会計年度末において現金及び預金

4,533百万円を有しており、運転資金の効率的な調達のために取引銀
行と当座借越契約を締結し、必要な資金枠を確保しております。加え
て、時価のある投資有価証券3,100百万円、担保に供していない土地
16,875百万円を保有しております。更に、純資産残高29,148百万円と
十分な財務体質の基盤を有することから、継続企業の前提に関する重
要な不確実性は認められないものと判断しております。
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2．会社の株式に関する事項

(1) 発行済株式の総数 9,176,562株 (自己株式323,438株を除く。)

(2) 株 主 数 6,709名

(3) 大 株 主

株 主 名
当 社 へ の 出 資 状 況

持 株 数 持 株 比 率

千株 ％

株式会社キョクヨーホールディングス 2,400 26.15

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 500 5.45

株式会社旭洋興産 420 4.58

株式会社三菱UFJ銀行 258 2.81

第一生命保険株式会社 240 2.61

タキヒヨー取引先持株会 216 2.36

滝 茂夫 176 1.92

日本生命保険相互会社 164 1.79

三井住友信託銀行株式会社 120 1.30

株式会社中京銀行 114 1.24

(注) 1. 当社は、自己株式323千株を所有しておりますが、上記上位10名の株主か
ら除いております。

2. 持株比率は自己株式を控除して計算し、表示未満の端数を切り捨てて表示
しております。
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3．会社の新株予約権等に関する事項

(1) 当事業年度末日における当社役員が有する職務執行の対価として交
付された新株予約権の内容の概要

タキヒヨー株式会社2007年取締役新株予約権Ｂプラン（2007年６月22日発行）

新株予約権の数(個) 23

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 4,600 （注14）

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり １

新株予約権の行使期間
2007年６月23日から2027年６月22日まで
(注1,2)

取締役(監査等委員及び
社外取締役を除く)の保有状況

保有者数 ３名
保有数 23個
目的である株式の数 4,600株 (注14)

タキヒヨー株式会社2008年取締役新株予約権Ｂプラン（2008年６月20日発行）

新株予約権の数(個) 55

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 11,000 （注14）

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり １

新株予約権の行使期間
2008年６月21日から2028年６月20日まで
(注1,3)

取締役(監査等委員及び
社外取締役を除く)の保有状況

保有者数 ４名
保有数 55個
目的である株式の数 11,000株 (注14)

タキヒヨー株式会社2009年取締役新株予約権Ｂプラン（2009年６月19日発行）

新株予約権の数(個) 46

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 9,200 （注14）

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり １

新株予約権の行使期間
2009年６月20日から2029年６月19日まで
(注1,4)

取締役(監査等委員及び
社外取締役を除く)の保有状況

保有者数 ４名
保有数 46個
目的である株式の数 9,200株 (注14)
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タキヒヨー株式会社2010年取締役新株予約権Ｂプラン（2010年６月18日発行）

新株予約権の数(個) 41

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 8,200 （注14）

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり １

新株予約権の行使期間
2010年６月19日から2030年６月18日まで
(注1,5)

取締役(監査等委員及び
社外取締役を除く)の保有状況

保有者数 ４名
保有数 41個
目的である株式の数 8,200株 (注14)

タキヒヨー株式会社2011年取締役新株予約権Ｂプラン（2011年６月17日発行）

新株予約権の数(個) 65

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 13,000 （注14）

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり １

新株予約権の行使期間
2011年６月18日から2031年６月17日まで
(注1,6)

取締役(監査等委員及び
社外取締役を除く)の保有状況

保有者数 ４名
保有数 65個
目的である株式の数 13,000株 (注14)

タキヒヨー株式会社2012年取締役新株予約権Ｂプラン（2012年６月22日発行）

新株予約権の数(個) 54

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 10,800 （注14）

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり １

新株予約権の行使期間
2012年６月23日から2032年６月22日まで
(注1,7)

取締役(監査等委員及び
社外取締役を除く)の保有状況

保有者数 ４名
保有数 54個
目的である株式の数 10,800株 (注14)
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タキヒヨー株式会社2013年取締役新株予約権Ｂプラン（2013年６月21日発行）

新株予約権の数(個) 64

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 12,800 （注14）

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり １

新株予約権の行使期間
2013年６月22日から2033年６月21日まで
(注1,8)

取締役(監査等委員及び
社外取締役を除く)の保有状況

保有者数 ５名
保有数 64個
目的である株式の数 12,800株 (注14)

タキヒヨー株式会社2014年取締役新株予約権Ｂプラン（2014年６月20日発行）

新株予約権の数(個) 66

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 13,200 （注14）

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり １

新株予約権の行使期間
2014年６月21日から2034年６月20日まで
(注1,9)

取締役(監査等委員及び
社外取締役を除く)の保有状況

保有者数 ５名
保有数 66個
目的である株式の数 13,200株 (注14)

タキヒヨー株式会社2015年取締役新株予約権Ｂプラン（2015年６月19日発行）

新株予約権の数(個) 62

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 12,400 （注14）

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり １

新株予約権の行使期間
2015年６月20日から2035年６月19日まで
(注1,10)

取締役(監査等委員及び
社外取締役を除く)の保有状況

保有者数 ５名
保有数 62個
目的である株式の数 12,400株 (注14)
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タキヒヨー株式会社2016年取締役新株予約権Ｂプラン（2016年６月17日発行）

新株予約権の数(個) 74

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 14,800 （注14）

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり １

新株予約権の行使期間
2016年６月18日から2036年６月17日まで
(注1,11)

取締役(監査等委員及び
社外取締役を除く)の保有状況

保有者数 ６名
保有数 74個
目的である株式の数 14,800株 (注14)

タキヒヨー株式会社2017年取締役新株予約権Ｂプラン（2017年６月16日発行）

新株予約権の数(個) 72

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 14,400 （注14）

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり １

新株予約権の行使期間
2017年６月17日から2037年６月16日まで
(注1,12)

取締役(監査等委員及び
社外取締役を除く)の保有状況

保有者数 ６名
保有数 72個
目的である株式の数 14,400株 (注14)

タキヒヨー株式会社2018年取締役新株予約権Ｂプラン（2018年６月15日発行）

新株予約権の数(個) 22

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 4,400

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり １

新株予約権の行使期間
2018年６月16日から2038年６月15日まで
(注1,13)

取締役(監査等委員及び
社外取締役を除く)の保有状況

保有者数 ５名
保有数 22個
目的である株式の数 4,400株
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(注) 1. 権利行使期間において、当社取締役を退任した日の翌日から10日間に限り行
使することができるものとします。

2. 2007年新株予約権のうち2026年６月22日までに権利行使日を迎えなかった場
合、2026年６月23日以降本新株予約権を行使することができるものとします。

3. 2008年新株予約権のうち2027年６月20日までに権利行使日を迎えなかった場
合、2027年６月21日以降本新株予約権を行使することができるものとします。

4. 2009年新株予約権のうち2028年６月19日までに権利行使日を迎えなかった場
合、2028年６月20日以降本新株予約権を行使することができるものとします。

5. 2010年新株予約権のうち2029年６月18日までに権利行使日を迎えなかった場
合、2029年６月19日以降本新株予約権を行使することができるものとします。

6. 2011年新株予約権のうち2030年６月17日までに権利行使日を迎えなかった場
合、2030年６月18日以降本新株予約権を行使することができるものとします。

7. 2012年新株予約権のうち2031年６月22日までに権利行使日を迎えなかった場
合、2031年６月23日以降本新株予約権を行使することができるものとします。

8. 2013年新株予約権のうち2032年６月21日までに権利行使日を迎えなかった場
合、2032年６月22日以降本新株予約権を行使することができるものとします。

9. 2014年新株予約権のうち2033年６月20日までに権利行使日を迎えなかった場
合、2033年６月21日以降本新株予約権を行使することができるものとします。

10. 2015年新株予約権のうち2034年６月19日までに権利行使日を迎えなかった場
合、2034年６月20日以降本新株予約権を行使することができるものとします。

11. 2016年新株予約権のうち2035年６月17日までに権利行使日を迎えなかった場
合、2035年６月18日以降本新株予約権を行使することができるものとします。

12. 2017年新株予約権のうち2036年６月16日までに権利行使日を迎えなかった場
合、2036年６月17日以降本新株予約権を行使することができるものとします。

13. 2018年新株予約権のうち2037年６月15日までに権利行使日を迎えなかった場
合、2037年６月16日以降本新株予約権を行使することができるものとします。

14. 2017年９月１日付で実施した普通株式５株を１株とする株式併合により、「新
株予約権の目的となる株式の数」及び「取締役の保有状況」における「目的
である株式の数」について所要の調整をしております。

(2) 当事業年度中に当社使用人並びに子会社の役員及び使用人に対して
職務執行の対価として交付された新株予約権の内容の概要

該当事項はありません。
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4．会社役員に関する事項
(1) 取締役の氏名等

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役
会 長 執 行 役 員

滝 茂 夫

代 表 取 締 役
社 長 執 行 役 員

滝 一 夫

取 締 役
上 席 専 務 執 行 役 員

武 藤 篤
社長補佐兼スタッフ担当兼新規営
業案件担当兼ジョイントビジネス
グループマネジャー

取 締 役
専 務 執 行 役 員

岡 本 智 首都圏営業グループマネジャー

取 締 役
執 行 役 員

池 田 雅 彦
アパレルグループマネジャー兼大
阪支店長

取 締 役
執 行 役 員

柚 木 健太郎
ガーメントディレクショングルー
プマネジャー兼首都圏営業グルー
プ副マネジャー

取 締 役 今 井 博

取 締 役 小笠原 剛 株式会社三菱UFJ銀行顧問

取 締 役
(常 勤 監 査 等 委 員)

丹 羽 卓 三

取 締 役
(監 査 等 委 員)

鷲 野 直 久

取 締 役
(監 査 等 委 員)

菊 間 千 乃

(注) 1. 取締役の今井 博氏、小笠原剛氏、鷲野直久氏、菊間千乃氏は社外取締役で
あり、東京証券取引所及び名古屋証券取引所に対し、独立役員として届け出
ております。

2. 日常的に重要な社内会議に出席することで情報を収集し、会計監査人、内部
監査部門等と緊密に連携して、監査等委員会の監査・監督の実効性を高める
ため、常勤の監査等委員を選定しております。

3. 監査等委員の鷲野直久氏は公認会計士の資格を有しており、財務、会計及び
税務に関する相当程度の知見を有しております。

4. 監査等委員の菊間千乃氏は弁護士の資格を有しており、法律に関する相当程
度の知見を有しております。

5. 取締役の池田雅彦氏、柚木健太郎氏は2022年２月28日をもって取締役を辞任
いたしました。

6. 2022年３月１日付の地位、担当及び重要な兼職の異動
取締役 上席専務執行役員 武藤 篤 社長補佐兼スタッフ担当
取締役 専務執行役員 岡本 智 アカウントグループマネジャー
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(2) 責任限定契約の内容の概要

当社は、監査等委員である取締役及び社外取締役全員と会社法第427
条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定す
る契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額
は法令が定める額としております。

(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保
険者である役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと、又は当該
責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害に
ついて、当該保険により填補することとしております。ただし、法令
違反の行為であることを認識して行った行為の場合等一定の免責事由
があります。

当該保険契約の被保険者は当社及び当社子会社の取締役、監査役及
び執行役員等であり、保険料は会社が負担しておりますが、株主代表
訴訟部分（保険料総額の概ね５％）については、当社取締役が報酬等
に応じて負担しております。

(4) 取締役の報酬等

① 当事業年度に係る取締役の報酬等の額

区分
支給人数
(名)

報酬等の額
(百万円)

取締役(監査等委員を除く) ８ 161

(うち、社外取締役) (２) (11)

取締役(監査等委員) ３ 23

(うち、社外取締役) (２) (12)

合計 11 184

(うち、社外取締役) (４) (23)
(注)1．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人給与は含まれており

ません。
2．取締役の報酬等の額184百万円は、全て固定報酬であります。

② 取締役の報酬等についての株主総会決議に関する事項

第109期定時株主総会（2020年５月27日開催）において、取締役
（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額は月額30百万円以
内（使用人兼務取締役の使用人部分を含まない）、うち社外取締役分
は月額３百万円以内とし、監査等委員である取締役の報酬限度額は
月額８百万円以内とすることをご承認いただいております。当該株
主総会終結時の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は
８名（うち社外取締役は２名）、監査等委員である取締役の員数は３
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名です。

また、この報酬とは別枠で、取締役（監査等委員である取締役及
び社外取締役を除く。）に対して、年額70百万円以内の範囲内で株式
報酬型ストックオプションを付与することを、同定時株主総会にお
いてご承認いただいております。当該株主総会終結時の取締役（監
査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）の員数は６名です。

③ 取締役（監査等委員である取締役を除く。本項において、以下同
じ。）の個人別の報酬等

（ⅰ）取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針

当社は取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る
決定方針（以下、「決定方針」という。）を決議しております。

（ⅱ）決定方針の概要

固定報酬は、各取締役の役位、職責、会社業績に対する貢献度を
総合的に勘案して決定し、毎月支給いたします。賞与は、各取締役
の会社業績に対する貢献度を総合的に勘案して決定し、固定報酬に
上乗せして支給いたします。

非金銭報酬に関しては、２種類のストックオプション制度を導入
しており、Ａプラン（取締役在任中に限り新株予約権を行使できる
もの）、Ｂプラン（取締役退任後に限り新株予約権を行使できるも
の）とも、各事業年度の会社業績と会社業績への貢献度に応じ、定
時株主総会後の取締役会で決定いたします。

業績連動報酬は、現時点では導入しておりません。

報酬等の種類ごとの割合については、報酬諮問委員会に諮問し、
その答申を踏まえ取締役会で決定いたします。

（ⅲ）取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項

当社においては、取締役会決議に基づき、代表取締役社長執行役
員 滝一夫氏が取締役の個人別の報酬等の内容を決定しております。

その権限の内容は、各取締役の固定報酬、賞与、株式報酬型スト
ックオプションの付与の具体的金額についての決定であり、当該権
限を委任した理由は、代表取締役社長執行役員が各取締役の相対評
価を最も適切に行える立場にあり、報酬額を決定するに相応しいと
判断しているからであります。

当該権限が適切に行使されるよう、代表取締役社長執行役員は、
委員の過半数が社外取締役で構成される報酬諮問委員会における答
申を尊重し、取締役の個人別の報酬を決定することとしております。
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（ⅳ）当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が決定方針に
沿うものであると取締役会が判断した理由

取締役の個人別の報酬等の内容は、報酬諮問委員会の検討を経て、
決定方針に基づき決定されており、取締役会はその決定プロセスを
妥当と判断しております。

④ 監査等委員である取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に
関する事項

監査等委員である取締役の報酬は、固定報酬と賞与で構成されて
おり、監査等委員は、常勤・非常勤の別、監査業務の分担の状況、
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の内容及び水準
等を考慮し、監査等委員の協議をもって各監査等委員が受ける報酬
等の額を決定しております。

(5) 社外役員に関する事項

① 取締役 今 井 博 氏
(ⅰ) 重要な兼職先である法人等と当社との関係

該当事項はありません。
(ⅱ) 特定関係事業者との関係

該当事項はありません。
(ⅲ) 当事業年度における主な活動状況

当事業年度に開催した12回の取締役会の全てに出席し、大手百貨
店アパレルメーカーの元取締役として幅広い見識と豊富な経営経
験に基づき的確な発言を行い、経営の監督機能の向上に適切な役
割を果たしております。

② 取締役 小 笠 原 剛 氏
(ⅰ) 重要な兼職先である法人等と当社との関係

該当事項はありません。
(ⅱ) 特定関係事業者との関係

該当事項はありません。
(ⅲ) 当事業年度における主な活動状況

当事業年度に開催した12回の取締役会のうち10回に出席し、金融
機関の元経営者として有する幅広い見識と豊富な経営経験に基づ
き的確な発言を行い、経営の監督機能の向上に適切な役割を果た
しております。

― 17 ―

2022年04月19日 18時01分 $FOLDER; 17ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



③ 取締役（監査等委員) 鷲 野 直 久 氏
(ⅰ) 重要な兼職先である法人等と当社との関係

該当事項はありません。
(ⅱ) 特定関係事業者との関係

該当事項はありません。
(ⅲ) 当事業年度における主な活動状況

当事業年度に開催した12回の取締役会、13回の監査等委員会の全
てに出席し、公認会計士としての専門知識を活かしつつ、幅広い
見識と豊富な実務経験に基づき的確な発言を行い、ガバナンス体
制の強化及び経営の監督機能の向上に適切な役割を果たしており
ます。

④ 取締役（監査等委員) 菊 間 千 乃 氏
(ⅰ) 重要な兼職先である法人等と当社との関係

該当事項はありません。
(ⅱ) 特定関係事業者との関係

該当事項はありません。
(ⅲ) 当事業年度における主な活動状況

当事業年度に開催した12回の取締役会、13回の監査等委員会の全
てに出席し、弁護士及びマスメディア関係者として有する幅広い
見識と豊富な実務経験に基づき的確な発言を行い、ガバナンス体
制の強化及び経営の監督機能の向上に適切な役割を果たしており
ます。

5．会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人

(2) 責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。

(3) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

① 公認会計士法第２条第１項の監査業務の報酬
29,500千円

(注) 1．上記金額には金融商品取引法に基づく監査に対する報酬額を含めており
ます。

2．監査等委員会は、社内関係部署及び会計監査人より必要な資料を入手
し、報告を受けた上で会計監査人の監査計画の内容、会計監査人の職務
遂行状況、報酬見積もりの算定根拠について確認し、検討した結果、会
計監査人の報酬額につき会社法第399条第１項の同意を行っております。
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② 当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計
額

29,500千円
なお、在外連結子会社の瀧兵香港有限公司及びタキヒヨー(上海)貿

易有限公司は当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受けておりま
す。

(4) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

(5) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項
目に該当すると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき会
計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査
等委員は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を
解任した旨と解任の理由を報告いたします。

また、監査等委員会は、会計監査人が職務を適切に遂行することが
困難と認められる場合、その他必要と判断される場合には、株主総会
に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定
いたします。

6．会社の体制及び方針

(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制その他業務の適正を確保するための体制

① 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制
当社は第109期から監査等委員会設置会社に移行し、取締役会の監督

機能の強化によるガバナンス体制の一層の充実を図っている。
監査等委員会は常勤の監査等委員である取締役１名と、監査等委員

である社外取締役２名で構成し、取締役の職務の執行を監査すること
とする。
当社は、「信用第一」、「謙虚利中」、「客六自四」の経営哲学に基づ

き、業務の適正を図ってきたことに鑑み、取締役会と監査等委員会が
これらの哲学と情報を共有し、連携を図り、当社の取締役の職務の執
行が法令及び定款に適合するよう監視することにより、その適正を一
層図っている。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る情報については、「文書管理規程」に従い
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適切に保存及び管理を行うこととする。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
「リスク管理規程」に基づき「統合リスク管理委員会」を設置し、

その下に「統合リスク管理部会」と「内部統制整備部会」を置くこと
とする。

「統合リスク管理委員会」は、網羅的なリスクの洗い出し及びリス
クカテゴリーごとの定量的・定性的な評価を行った結果を踏まえ、「統
合リスク管理シート」を作成し、定期的に取締役会へ報告を行うこと
とする。

また、法務・コンプライアンスセクションを設け、法的リスクの管
理を強化することとする。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
業務執行の効率性の確保は、「組織規程」、「決裁権限規程」等の業務

管理諸規程に従い行うこととし、併せて、「経営会議規程」に基づき経
営会議を定期的に開催し、会社の経営戦略の見直しを図ることとする。

⑤ 従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制
「コンプライアンス規程」に基づき「コンプライアンス委員会」を

設置し、従業員の事業活動に関わるコンプライアンス体制の構築、整
備を推進することとする。

業務監査セクションは、「内部監査規程」に基づきコンプライアンス
体制の妥当性を監査し、従業員の事業活動の健全性を確保することと
する。

また、法令・諸規程に反する行為を早期に発見し是正することを目
的として、匿名性・利便性を確保した社外相談窓口（タキヒヨーホッ
トライン）の内部通報制度を設置することとする。

⑥ 財務報告の信頼性を確保するための体制
金融商品取引法に則った当社グループの財務報告に関する内部統制

システムとしては、年度の「基本計画書」、「内部統制評価規程」及び
「内部統制評価マニュアル」に基づき財務報告の信頼性に影響を与える
事象を抽出・評価、不備があると判断される場合には業務プロセスの
見直しを図るなどして、適正な報告を実施することとする。

⑦ 当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保す
るための体制

(ⅰ)子会社の取締役の職務執行に係る事項の当社への報告に関する体制

― 20 ―

2022年04月19日 18時01分 $FOLDER; 20ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



「関係会社管理規程」は、子会社の取締役の職務執行に係る事項の
うち、当社の取締役会の承認が必要な事項及び当社の取締役会への報
告が必要な事項を定め、企業集団の総合的なリスク管理及び内部統制
の強化を図ることとする。

(ⅱ)子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
グループ全体の一元的なリスク管理を実施するための「リスク管理

規程」に基づき、当社の「統合リスク管理委員会」が上記（ⅰ）の報
告及び業務監査セクションの内部監査により集められた子会社のリス
ク情報をまとめ、必要に応じて当社の取締役会に報告することとす
る。

(ⅲ)子会社の取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するため
の体制
子会社の経営の自主性及び独立性を尊重するとともに、当社と子会

社が相互に密接な連携のもと経営を円滑に遂行し、総合的な事業の発
展と相乗効果を図ることとする。

(ⅳ)子会社の取締役及び従業員の職務執行が法令及び定款に適合するこ
とを確保するための体制
業務監査セクションは「関係会社管理規程」及び「内部監査規程」

に基づき子会社の内部監査を行い、子会社のコンプライアンス体制の
妥当性を監査することとする。

⑧ 監査等委員会の職務を補助すべき従業員に関する事項
「監査等委員会室」を設置し、監査等委員会を補助すべき従業員を
配置する。また、監査等委員会は、職務の執行に必要な場合は、業
務監査セクションの所属員に職務の遂行の補助を委嘱できるものと
する。「監査等委員会室」の所属員および委嘱された業務監査セクシ
ョンの所属員は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）から独
立して、監査等委員会の指示に従うとともに、監査等委員会から指
示を受けた職務を遂行する上で必要な情報の収集権限を有するもの
とする。また、当該所属員の人事異動及び人事考課については、監
査等委員会の事前同意を得るものとする。

⑨ 監査等委員会への報告に関する体制
(ⅰ)当社の取締役及び従業員が監査等委員会に報告するための体制

会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実、不正もしくは法令・
定款違反等について取締役は監査等委員会に報告し、従業員は、直属
上長及び業務監査セクションに報告する。また、監査等委員会が必要
と認めた場合、取締役及び業務監査セクションは業務内容等について
監査等委員会に報告する。

― 21 ―

2022年04月19日 18時01分 $FOLDER; 21ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



(ⅱ)子会社の取締役・監査役及び従業員またはこれらの者から報告を受
けた者が当社の監査等委員会に報告をするための体制
子会社の監査役は当社の監査等委員が兼務し、子会社の取締役会に

出席する。また業務監査セクションは定期的に子会社の業務監査及び
内部統制監査を実施し、当社の監査等委員会に監査結果を報告する。

(ⅲ)監査等委員会へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不
利な取扱いを受けないことを確保するための体制
業務監査セクションは、監査等委員会と連携して、監査等委員会へ

報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受け
ていないかを監視することとする。

⑩ 監査等委員会の職務の執行について生じる費用に関する事項
監査等委員会の職務の執行について生じる費用等については、監査

等委員会の請求に応じすみやかに支払う体制とする。

⑪ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するため
の体制
監査等委員会の円滑な情報収集のため、当社および子会社の重要情

報の報告体制の整備を行うこととする。

⑫ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
当社は、反社会的勢力とは一切関係を持たず、反社会的勢力から不

当な要求を受けた場合には毅然とした態度で臨み、取引関係その他一
切の関係を持たないこととする。

実際の対応に当たっては、総務セクションを統括部署とし、警察、
企業防衛対策協議会など外部専門機関との連携を密にして反社会的勢
力に関する情報の収集、管理、周知を行う。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況

上記に掲げた業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、
以下のとおりであります。

① 内部統制システム全般
統合リスク管理委員会は、会社法に係る内部統制及び金融商品取引

法に基づく財務報告に係る内部統制の有効性の評価と確認を行ってい
る。

定期的に開催される内部統制整備部会では、当社及び当社グループ
の内部統制に関わる課題を検討し、業務改善を行っている。
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② コンプライアンス
コンプライアンス委員会では、当社及び当社グループのコンプライ

アンスの実態を定期的に把握し、対策を講じている。
業務監査セクション及び法務・コンプライアンスセクションは、定

期的に社内研修を実施し、社員のコンプライアンス意識の向上に努め
ている。

③ 統合リスク管理
統合リスク管理委員会は、四半期にリスクカテゴリーごとのリスク

評価を実施し、統合リスク管理シートを作成して取締役会に報告を行
っている。

定期的に開催される統合リスク管理部会では、当社及び当社グルー
プのリスクを洗い出し、必要に応じて対策を講じている。

④ 子会社管理
取締役会は、関係会社管理規程に基づき、子会社の一定事項につい

て承認を行い、必要に応じて報告を受けている。
常勤監査等委員及び業務監査セクションは、子会社を定期的に往査

し、相互に情報共有を行っている。

(3) 株式会社の支配に関する基本方針の概要

① 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基
本方針
当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、株主の

皆さまをはじめ当社の従業員、取引先などとの信頼関係を十分に理解
し、中長期的な視野のもと当社の企業価値ひいては株主共同の利益を
最大化させる者でなければならないと考えます。
当社の企業価値ひいては株主共同の利益を最大化させるためには、

具体的な施策として、後記②に記載の施策を多面的かつ継続的に実施
することが必要となりますが、これらの施策を実施するうえで、当社
が有する経営ノウハウ及び人材が重要な経営資源として位置付けられ
ることは勿論のこと、取引先などとの長期にわたる信頼関係が重要な
基盤となります。
したがって、企業価値ひいては株主共同の利益の最大化を目指す当

社の経営に当たっては、専門性の高い業務知識や経営ノウハウを備え
た者が取締役に就任して、中長期的な視野のもと財務及び事業の方針
の決定につき重要な職務を担当するとともに、株主の皆さまをはじめ、
当社の従業員、取引先などとの間に築かれた信頼関係を十分理解した
うえで、具体的な施策を継続的に実行することなくしては、将来にわ
たって当社の企業価値ひいては株主共同の利益の最大化を図ることは
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できないものと考えております。

② 当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針
の実現に資する特別な取組み

(ⅰ)当社の企業理念及び企業価値向上に向けた取組み
当社は、「信用第一」、「謙虚利中」、「客六自四」を経営哲学とし、

「夢のあるおもしろい企業を創り、心の豊かな社会を目指す」を経営
理念に掲げ、付加価値の高い商品の企画提案力の強化、多品種小ロッ
ト・短納期化ニーズへの対応、経営体制の効率化、物流拠点の集約等
により、企業価値向上に向けた継続的な取り組みを強化・推進してま
いりました。
さらに、「グローバルチャレンジ／変革と前進」をキーワードに、

中長期的な視点から海外市場をはじめとした新しいマーケットの開拓
を目指しております。

(ⅱ)コーポレート・ガバナンスの取組み
取締役会は、経営の基本方針、法令で定められた事項及びその他経

営に関する重要事項を決定するとともに、業務の執行を監督しており
ます。また、当社は、独立役員である社外取締役を４名（そのうち２
名は監査等委員である社外取締役）とし、取締役会の監督機能の強化
を図っております。

監査等委員会（上記のとおり独立役員である社外取締役２名が監査
等委員に含まれます。）は、監査方針及び監査計画に基づいて、取締
役の職務執行の監査を行うほか、会計監査人や内部監査部門とも連携
して、意見・情報交換を行っております。

社内管理体制においても、統合リスク管理委員会とコンプライアン
ス委員会を設置し、統合リスク管理委員会の下に統合リスク管理部会
と内部統制整備部会を置くなど、内部統制機能及び監査機能の強化を
図っております。

これらのコーポレート・ガバナンス体制の品質向上を図ることによ
り、経営の透明性と健全性を継続的に高め、株主の皆さまやお得意さ
まはもとより社会全体から高い信頼を得るように努めております。

③ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針
の決定が支配されることを防止するための取組み

(ⅰ)当社株式の大規模買付行為への対応方針（以下、「本対応方針」と
いいます。）の内容（概要は資料１のとおりです。）

Ａ 本対応方針の目的
近時、事業を取り巻く環境はますます厳しくなっており、企業の事

業戦略の一手段として他企業の買収が一般的に考慮される時代となり
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ました。
当社取締役会は、当社の買収を企図した大規模買付行為であって

も、それが会社に回復し難い損害をもたらすなど、当社の企業価値ひ
いては株主共同の利益を著しく損なうと認められない限り、これを阻
止しようとするものではありません。当社株券等の大規模買付行為を
受入れるか否かの判断は、最終的には当社株主の皆さまの判断に委ね
られるべきものと考えております。

しかしながら、突如として大規模買付行為がなされた場合、株主の
皆さまが大規模買付者の買付行為が妥当かどうかを判断いただくため
の十分な時間と情報が提供されず、結果として当社の企業価値ひいて
は株主共同の利益が著しく毀損される場合が生じる可能性も否定でき
ません。

本対応方針は、当社の経営に影響力を持ちうる規模の当社株券等に
対する買付等がなされる際に、当社の企業価値ひいては株主共同の利
益を確保し向上させるという観点から、当該買付等に応ずるべきか否
かを株主の皆さまに適切に判断していただくため、当該買付等につい
ての情報の収集と当社取締役会の意見や代替案の提示の機会を確保す
ることを目的として大規模買付ルールを定め、併せて、当社の企業価
値ひいては株主共同の利益を守ることを目的として、必要に応じて発
動しうる大規模買付行為に対する相応の対抗措置を定めるものです。

Ｂ 対象となる大規模買付行為
本対応方針の対象となる大規模買付行為とは、特定株主グループ

（注１）の議決権割合（注２）を20％以上とすることを目的とする当
社株券等（注３）の買付行為、または結果として特定株主グループの
議決権割合が20％以上となる当社株券等の買付行為(いずれについて
も、あらかじめ当社取締役会が同意したものを除き、また市場取引、
公開買付け等の具体的な買付方法の如何を問いません。）とします。
(注１)：特定株主グループとは、

ア 当社の株券等（金融商品取引法第27条の23第１項に規定する株券等をい
います。）の保有者（同法第27条の23第３項に基づき保有者に含まれる
者を含みます。以下同じとします。）及びその共同保有者（同法第27条
の23第５項に規定する共同保有者をいい、同条第６項に基づき共同保有
者とみなされる者を含みます。以下同じとします。）
または、

イ 当社の株券等（同法第27条の２第１項に規定する株券等をいいます。）
の買付け等（同法第27条の２第１項に規定する買付け等をいい、取引所
金融商品市場において行われるものを含みます。）を行う者及びその特
別関係者（同法第27条の２第７項に規定する特別関係者をいいます。以
下同じとします。）をいいます。

(注２)：議決権割合とは、
ア 特定株主グループが、（注１）のア記載の者である場合は、当該保有者
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の株券等保有割合（同法第27条の23第４項に規定する株券等保有割合を
いいます。この場合においては、当該保有者の共同保有者の保有株券等
の数（同項に規定する保有株券等の数をいいます。以下同じとします。）
も計算上考慮されるものとします。）
または、

イ 特定株主グループが、（注１）のイ記載の者である場合は、当該大規模
買付者及び当該特別関係者の株券等所有割合（同法第27条の２第８項に
規定する株券等所有割合をいいます。）の合計をいいます。各議決権割
合の算出に当たっては、議決権の数（同法第27条の２第８項に規定する
ものをいいます。）及び発行済株式の総数（同法第27条の23第４項に規
定するものをいいます。）は、有価証券報告書、四半期報告書及び自己
株券買付状況報告書のうち直近に提出されたものを参照することができ
るものとします。

(注３)：株券等とは、
同法第27条の23第１項または同法第27条の２第１項に規定する株券等を
いいます。

Ｃ 大規模買付ルールの内容
当社は、大規模買付行為が以下に定める大規模買付ルールに従って

行われることにより、当該大規模買付行為についての情報収集と当社
取締役会の意見や代替案の提示の機会が確保され、ひいては当社の企
業価値と株主共同の利益につながることが重要であると考えます。こ
の大規模買付ルールとは、
ア 大規模買付者は、大規模買付行為に先立ち当社取締役会に対して

必要かつ十分な情報を提供しなければならず、
イ 当社取締役会が当該情報を検討するために必要である一定の評価

期間が経過した後（株主意思確認のための株主総会が招集される
場合には、当該株主総会において対抗措置の発動に関する議案が
承認されなかった場合）にのみ、大規模買付者は大規模買付行為
を開始することができるというものです。

具体的には以下のとおりであります。

(A) 意向表明書の提出の要求
大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、まず当

社宛に、「意向表明書」をご提出いただくこととします。意向表明
書には、大規模買付者の名称、住所、設立準拠法、代表者の氏名、
国内連絡先、提案する大規模買付行為の概要等及び大規模買付ルー
ルを遵守する旨を示していただきます。

(B) 情報提供の要求
次に、当社株主の皆さまの判断及び当社取締役会の意見形成のた

めに必要かつ十分な情報（以下「大規模買付情報」といいます。）
を大規模買付者に提供していただくために、当社取締役会は、大規
模買付者に対し、（A）の意向表明書を受領した日から10営業日以内
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に、大規模買付情報の項目を記載した書面を交付します。
大規模買付情報の主要な項目は以下のとおりです。

a 大規模買付者及びグループ（共同保有者、特別関係者及び組合員
（ファンドの場合）その他の構成員を含みます。）の概要（氏名ま
たは名称及び住所または所在地、代表者の役職及び氏名、会社等
の目的及び事業の内容、資本構成、財務内容、当社及び当社グル
ープの事業と同種の事業についての経験、国内連絡先、設立準拠
法、過去の法令違反等の有無及び内容を含みます。）

b 大規模買付行為の目的、方法及び内容（関連する取引の仕組み、
買付等の方法の適法性、買付等及び関連する取引の実現可能性、
買付等の対価の種類・価格、買付等の時期等を含みます。）

c 買付価格の算定根拠（算定の前提となる事実や仮定、算定方法、
算定に用いた数値情報並びに大規模買付行為に係る一連の取引に
より生じることが予想されるシナジーの内容及びその根拠を含み
ます。）及び買付資金の裏付け（資金の提供者（実質的提供者を
含みます。）の具体的名称、調達方法、関連する取引の内容を含
みます。）

d 当社及び当社グループの経営に参画した後に想定している経営者
候補（当社及び当社グループの事業と同種の事業についての経験
等に関する情報を含みます。）、経営方針、事業計画、財務計画、
資本政策、配当政策及び資産活用策等

e 大規模買付行為の完了後における当社の従業員、取引先等利害関
係者の処遇方針

f 大規模買付情報の一部を提供できない場合には、その具体的な理
由
なお、大規模買付情報は株主の皆さまの判断及び取締役会の意見

形成のために必要な範囲に限定されますが、大規模買付者から提供
していただいた情報だけでは不十分と認められる場合には、大規模
買付者に対して必要かつ十分な大規模買付情報が揃うまで、合理的
な回答期間を定めた上で、追加的に情報提供を求めることがありま
す。

但し、当社取締役会が情報提供を求めて情報提供期間を引き延ば
す等の恣意的な運用を避ける観点から、大規模買付情報の一部の提
供を受けていないことをもって大規模買付情報の提供が完了してい
ないと判断することはできないことといたします。情報提供期間の
満了までに大規模買付者が大規模買付情報の一部について情報提供
を行わなかった場合、その事実及び理由は、他の大規模買付情報と
ともに、株主の皆さまの判断及び当社取締役会としての意見形成の
ための情報として開示、評価及び検討の対象といたします。

大規模買付行為の提案があった事実及び大規模買付情報は、株主
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の皆さまの判断のために必要であると認められる場合には、当社取
締役会が適切と判断する時点で、その全部または一部を開示しま
す。

(C) 取締役会による評価期間及び大規模買付情報等の開示
大規模買付者は、当社取締役会による一定の評価期間が経過する

までの間は、大規模買付行為を開始することができません。
すなわち当社取締役会は、大規模買付行為の評価等の難易度に応

じ、大規模買付者が当社取締役会に対し大規模買付情報の提供を完
了した後、60日間（対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによ
る当社全株券等の買付の場合）または90日間（その他の大規模買付
行為の場合）を、当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形
成、代替案立案のための期間（以下「取締役会評価期間」といいま
す。）として設定します。
取締役会評価期間中、当社取締役会は、独立の外部専門家 (財務

アドバイザー、公認会計士、弁護士など）のほか、社外取締役の助
言を最大限尊重して、提供された大規模買付情報を十分に評価・検
討し、当社取締役会としての意見をとりまとめ、株主の皆さまに対
し開示します。

また、必要に応じ、大規模買付者との間で大規模買付行為に関す
る条件改善について交渉し、当社取締役会として株主の皆さまに対
し代替案を提示することもあります。

(D) 当社取締役会が、後記Ｄ（D）記載のとおり、大規模買付行為に
対する対抗措置の発動につき株主の皆さまの意思確認が必要であ
ると判断した場合には、以下に定める要領に従って、新株予約権
の無償割当等を行うこと、またはこれを当社取締役会に委任する
ことを議案とする株主総会（以下「本件株主総会」といいます。）
を開催するものとします。
本件株主総会は、取締役会評価期間終了後60日以内に開催するも

のとしますが、事務手続き上やむを得ず当該期間内に開催すること
ができない場合は、事務手続き上可能な最も早い日に開催するもの
とします。
当社取締役会が本件株主総会を開催することとした場合は、大規

模買付者は、本件株主総会が終了するまでは、大規模買付行為を開
始することはできません。

a 当社取締役会は、対抗措置を発動する必要があると判断した後速
やかに本件株主総会において議決権を行使しうる株主を確定する
ために基準日（以下「本件基準日」といいます。）を設定し、本件
基準日の２週間前までに当社定款に定める方法により公告します。

b 本件株主総会において議決権を行使できる株主は、本件基準日の
最終の株主名簿に記録された株主とします。
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c 本件株主総会の決議は、法令及び当社定款第17条第１項に基づき、
出席した議決権を行使できる株主の議決権の過半数をもって行う
ものとします。

d 当社取締役会は、本件株主総会において株主の皆さまが判断する
ための情報等に関し、重要な変更等が発生した場合には、本件株
主総会の基準日を設定した後であっても、本件基準日の変更、ま
たは本件株主総会の延期もしくは中止をすることができるものと
します。
なお、当社取締役会は、本件株主総会開催の決定及び本件株主総

会の決議内容について速やかに開示することとします。

Ｄ 大規模買付行為がなされた場合の対応
(A) 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守する場合

大規模買付者が大規模買付ルールを遵守する場合には、原則とし
て、大規模買付行為を阻止するものではありません。
しかしながら、大規模買付ルールを遵守する場合であっても、大

規模買付行為において、例えば次のaからeまでに掲げられる行為が
意図されており、その結果として、当該大規模買付行為が会社に回
復し難い損害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては株主共同の
利益を著しく損なうと認められる場合には、取締役の善管注意義務
に基づき、例外的に下記（C）の対抗措置をとることがあります。
a 株券等を買い占め、その株券等について当社に対して高値で買取
を要求する行為

b 経営を一時的に支配し、重要な資産を廉価に取得する等当社の犠
牲の下に買付者の利益を実現する経営を行う行為

c 当社の資産を買付者等やそのグループ会社等の債務の担保や弁済
原資として流用する行為

d 経営を一時的に支配し、高額資産を処分させ、一時的な高配当や
株価高騰の機会をねらって高値で売り抜ける行為

e 強圧的二段階買付等株主に株券等の売却を事実上強要するおそれ
のある買付等の行為
なお、当該大規模買付行為において、大規模買付者が上記aからe

に記載の意図を有している場合であっても、上記例外的措置は、当
該大規模買付行為が会社に回復し難い損害をもたらすなど、当社の
企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと認められる場合
に限ってとるものであり、かかる大規模買付者の意図がそれらに形
式的に該当することのみを理由として上記例外的措置をとることは
しないものとします。

(B) 大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合
意向表明書の提出や大規模買付情報の提供をしないなど大規模買
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付者が大規模買付ルールを遵守しない場合には、当社取締役会は、
当社の企業価値ひいては株主共同の利益を守ることを目的として、
下記（C）の対抗措置をとり、大規模買付行為に対抗する場合があ
ります。

なお、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守したか否かを判断
するにあたっては、必ずしも大規模買付者が当社に関する詳細な情
報を有していない場合があること、あるいは大規模買付者の買収戦
略上自発的に情報開示を行うことが期待できない事項もあること等
の大規模買付者側の事情をも合理的な範囲で十分勘案するものと
し、少なくとも、大規模買付情報の一部が大規模買付者によって提
出されないことのみをもって大規模買付ルールの不遵守と認定する
ことはしないものとします。

(C) 対抗措置の内容
具体的な対抗措置については、当社定款に基づく新株予約権の無

償割当等、法令及び定款により認められる対抗措置の中から最も適
切と当社取締役会が判断したものを選択することとします。

新株予約権の無償割当をする場合の概要は資料２に記載のとおり
ですが、議決権割合が一定割合以上の特定株主グループに属する者
に新株予約権の行使を認めない旨の条件を付すことや、新株予約権
者に対して当社株式を交付するのと引き換えに当社が新株予約権を
取得する旨の取得条項を付けることがあります。

(D) 対抗措置発動の手続
対抗措置の発動は上記（A）及び（B）に従い、独立の外部専門家

(財務アドバイザー、公認会計士、弁護士など）のほか、社外取締
役の助言を最大限尊重して、当社取締役会で決定することといたし
ます。但し、当社取締役会がなお株主の皆さまの意思確認が必要で
あると判断した場合には、株主総会の開催を求めることがありま
す。
対抗措置をとることを決定した場合には、法令及び当社が上場す

る金融商品取引所の上場規則等に従い、当該決定について適時・適
切な開示を行います。なお、かかる開示には、対抗措置発動に関し
助言を得た外部専門家の氏名または名称及び助言内容並びに対抗措
置発動についての当社の考え方を含めるものとします。

(E) 対抗措置発動の停止等について
当社取締役会は、具体的対抗措置を講ずることを決定した後、当

該大規模買付者が大規模買付行為の撤回または変更を行うなど対抗
措置の発動が適切でない場合には、独立の外部専門家(財務アドバ
イザー、公認会計士、弁護士など）のほか、社外取締役の助言を最
大限尊重して、対抗措置の発動の停止または変更を行うことがあり
ます。
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例えば、対抗措置として新株予約権を無償割当する場合におい
て、権利の割当てを受けるべき株主が確定した後に、大規模買付者
が大規模買付行為の撤回または変更を行うなど対抗措置の発動が適
切でないと当社取締役会が判断した場合には、当該新株予約権の無
償割当の効力発生日までの間は、新株予約権の無償割当を中止する
こととし、また、新株予約権の無償割当後においては、行使期間開
始までの間は、当社が当該新株予約権を無償取得することにより対
抗措置発動の停止を行うことができるものとします。

このような対抗措置発動の停止を行う場合は、速やかな情報開示
を行います。

(ⅱ)株主及び投資家の皆さまに与える影響
Ａ 大規模買付ルールが株主及び投資家の皆さまに与える影響

大規模買付ルールは、大規模買付者に対して、大規模買付行為を行
うに当たり従うべきルールを定めたものであり、株主の皆さまの所有
する当社株券等に係る法的権利及び経済的利益に対して直接的な影響
を与えるものではありません。
また、大規模買付ルールは、当社株主の皆さまに対し、大規模買付

行為に応じるか否かを判断するために、必要な情報と当社取締役会の
意見や代替案をそれぞれ提供するものであります。これにより、株主
の皆さまは、十分な情報のもとで、大規模買付行為に応じるか否かに
ついて適切な判断をすることが可能となり、そのことが当社の企業価
値ひいては株主共同の利益の保護につながるものと考えます。

Ｂ 対抗措置発動時に株主及び投資家の皆さまに与える影響
大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合などには、当社

取締役会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を守ることを目
的として、対抗措置をとることがありますが、当該対抗措置の仕組み
上、大規模買付者以外の株主の皆さまが、法的権利または経済的側面
において格別の損失を被るような事態は想定しておりません。

例えば、対抗措置として新株予約権の無償割当を行う場合には、株
主の皆さまは、保有する株式１株につき１個の割合で新株予約権の割
当を無償で受けることとなります。

そして、当社が当該新株予約権の取得の手続きをとることを決定し
た場合には、大規模買付者以外の株主の皆さまは、当社による当該新
株予約権の取得の対価として当社株式を無償にて受領することとなり
ます。

Ｃ 対抗措置発動の停止等について
当該新株予約権の無償割当を受けるべき株主が確定した後（権利落

― 31 ―

2022年04月19日 18時01分 $FOLDER; 31ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



ち日以降）に、当社取締役会が当該新株予約権の発行を中止または発
行した新株予約権の無償取得を行う場合には、１株当たりの株式の価
値の希釈化は生じなくなることとなるため、当社株式の価値の希釈化
が生じることを前提にして売買等を行った株主または投資家の皆さま
は、株価の変動により不測の損害を被る可能性があります。

Ｄ 対抗措置発動に伴って株主の皆さまに必要となる手続き
対抗措置として、新株予約権の無償割当が行われる場合に、株主の

皆さまがこの割当てを受けるためには、別途当社取締役会が決定し公
告する新株予約権の割当期日における最終の株主名簿に記録される必
要があります。

新株予約権の割当期日における最終の株主名簿に記録された株主の
皆さまには、当該新株予約権の無償割当の効力発生日において、申込
みを要することなく新株予約権が割り当てられます。
また、当社が新株予約権の取得の手続きをとった場合には、大規模

買付者以外の株主の皆さまは、申込みや金銭の払込みを要することな
く、当社による新株予約権の取得の対価として当社株式を受領するこ
ととなります。
これらの手続きの詳細につきましては、実際に新株予約権の無償割

当を行うことになった際に、法令及び当社が上場する金融商品取引所
の上場規則等に従い、適時・適切に開示いたします。

(ⅲ)本対応方針の有効期間、廃止及び変更等
本対応方針の有効期間は、2024年５月に開催される予定の定時株主

総会終結の時までといたします。
なお、当社は、関係法令等の整備状況や企業価値・株主共同の利益

保護の観点を踏まえ、本対応方針の見直しを随時行い、必要に応じて
取締役会決議または株主総会決議により本対応方針を廃止し、または
変更する場合がございます。

本対応方針の廃止または変更がなされた場合には、当該廃止または
変更の事実及び変更の内容その他当社取締役会が適切と認める事項に
ついて、法令等に従って情報開示いたします。

また、本対応方針の有効期間経過後における本対応方針の継続（一
部変更した上での継続を含みます。）については定時株主総会のご承
認を得ることとします。

(ⅳ)本対応方針が会社支配に関する基本方針に沿うものであり、株主共
同の利益を損なうものではないこと、会社役員の地位の維持を目的
とするものではないこと及びその理由

Ａ 本対応方針が会社支配に関する基本方針に沿うものであること
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本対応方針は、当社株券等に対する大規模な買付等がなされる場合
に、それに応ずるべきか否かを株主の皆さまに適切に判断していただ
くため、当該買付等についての情報の収集と当社取締役会の意見や代
替案の提示の機会の確保を目的として、大規模買付ルールを設定し、
大規模買付行為を行う者に対して大規模買付ルールの遵守を求めるこ
ととし、当該大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しない場合及び
大規模買付ルールを遵守する場合であっても、当該大規模買付行為が
会社に回復し難い損害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては株主
共同の利益を著しく損なうと認められる場合には、当社取締役会とし
て、独立の外部専門家（財務アドバイザー、公認会計士、弁護士な
ど）のほか、社外取締役の助言を最大限尊重した上で、一定の対抗措
置を講じることを内容としております。このような本対応方針は、会
社支配に関する基本方針に沿うものであると考えます。

Ｂ 本対応方針が株主共同の利益を損なうものではなく、また、会社役
員の地位の維持を目的とするものではないこと
当社は、以下の理由により、本対応方針が、当社株主の共同の利益

を損なうものではなく、また、当社役員の地位の維持を目的とするも
のではないと考えております。

(A) 本対応方針は、経済産業省及び法務省が2005年５月27日に公表した
「企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関
する指針」の定める三原則や、企業価値研究会が2008年６月30日に公
表した「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」の提言
の趣旨に沿った内容となっております。

(B) 本対応方針は、当社株主の皆さまが大規模買付行為に応じるか否か
を判断するために必要な情報や、現に当社の経営を担っている当社取
締役会の意見を提供し、さらには株主の皆さまが代替案の提示を受け
る機会を確保し、株主の皆さまが、十分な情報のもとで、大規模買付
行為に応じるか否かについて適切な判断をすることを可能とすること
により、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を保護するという目
的をもって導入されるものです。

(C) 本対応方針の有効期間は、継続の承認を得た定時株主総会の終結の
時から３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株
主総会の終結の時までとなっております。また、本対応方針は、その
有効期間満了前であっても、株主総会決議または取締役会決議によ
り、廃止することが可能です。なお、当社は、株主総会における取締
役の解任要件を普通決議から加重はしておりません。

(D) 当社取締役会は、本対応方針が定める対抗措置発動の判断におい
て、独立の外部専門家のほか、社外取締役の助言を最大限尊重しなけ
ればならないこととしております。また、かかる助言及び当社取締役
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会の判断の概要については株主の皆さまに情報開示をすることとして
おり、本対応方針の透明な運営が行われる仕組みが確保されておりま
す。

(E) 以上のほか、本対応方針は、当社取締役会による恣意的な対抗措置
の発動を防止すべく、合理的かつ客観的な要件が充足されなければ対
抗措置が発動されないように工夫されております。
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大規模買付行為への対応方針の概要

大規模買付者（当社議決権の20％以上
となる買付け行為を行う者）の登場

大規模買付ルールを
遵守する場合

大規模買付ルールを
遵守しない場合

大規模買付者からの
意向表明書提出

大規模買付者に対し、大規
模買付情報の項目を記載し

た書面を交付

大規模買付者から
大規模買付情報の提供

取締役会評価期間
(外部専門家・社外取締役
の助言を受け大規模買付

情報の評価・検討)
(60日または90日）

取締役会による意見表明
・代替案提示

(取締役会が必要と判断した
場合には、株主総会を開催)

株主の皆さまのご判断
対抗措置の発動

(資料２)新株予約権無償割当
の概要参照

＊提供されない場合

＊提出されない場合

＊大規模買付行為
が、当社の企業価
値ひいては株主共
同の利益を著しく
損なうと認められ

る場合

(資料１)

本対応方針の概要
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(資料２)
新株予約権無償割当の概要

1. 新株予約権割当の対象となる株主及び発行条件
当社取締役会で定める割当期日における最終の株主名簿に記録された株主に

対し、その所有する当社普通株式（但し、当社の所有する当社普通株式を除
く。）１株につき１個の割合で新たに払込みをすることなく新株予約権を割当て
る。

2. 新株予約権の目的となる株式の種類及び数
新株予約権の目的となる株式の種類は当社普通株式とし、新株予約権の目的

となる株式の総数は、当社取締役会が基準日として定める日における当社発行
可能株式総数から当社普通株式の発行済株式（当社の所有する当社普通株式を
除く。）の総数を減じた株式数を上限とする。新株予約権１個当たりの目的とな
る株式の数は１株とする。
但し、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、所要の調整を行うもの

とする。

3. 発行する新株予約権の総数
新株予約権の発行総数は、当社取締役会が別途定める数とする。
当社取締役会は、複数回にわたり新株予約権の割当を行うことがある。

4. 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額（払込みをなすべき額）
各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額（払込みをなすべき額）

は１円以上で当社取締役会が定める額とする。

5. 新株予約権の譲渡制限
新株予約権の譲渡による当該新株予約権の取得については、当社取締役会の

承認を要する。

6. 新株予約権の行使条件
本対応方針の発効日以降に議決権割合が20％以上となったことのある特定株

主グループに属する者（但し、あらかじめ当社取締役会が同意した者を除く。）
でないこと等を行使の条件として定めるものとする。詳細については、当社取
締役会が別途定めるものとする。

7. 新株予約権の行使期間等
新株予約権の割当てがその効力を生ずる日、行使期間、取得条項その他必要

な事項については、当社取締役会が別途定めるものとする。なお、取得条項に
ついては、上記6．の行使条件のため新株予約権の行使が認められない者以外の
者が有する新株予約権を当社が取得し、新株予約権１個につき当社取締役会が
別途定める株数の当社普通株式を交付することができる旨の条項を定めること
ができる。

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) 本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しておりま

す。ただし、１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）及び１株
当たり純資産は、表示単位未満の端数を四捨五入して表示しております。
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貸 借 対 照 表
(2022年２月28日現在) (単位：百万円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品

前 渡 金

前 払 費 用

リ ー ス 債 権

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

工具、器具及び備品

土 地

無形固定資産

借 地 権

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

長 期 貸 付 金

前 払 年 金 費 用

長 期 滞 留 債 権

長 期 前 払 費 用

長 期 差 入 保 証 金

保 険 積 立 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

20,439

3,603

1,656

9,286

4,449

204

141

13

1,098

△15

23,883

18,435

1,224

12

9

1,343

15,846

41

10

29

1

5,405

3,163

1,016

21

18

3

68

27

1,002

94

57

△68

流 動 負 債 15,344

支 払 手 形 1,044

買 掛 金 2,158

短 期 借 入 金 8,020

１年内返済予定の長期借入金 1,925

リ ー ス 債 務 0

未 払 金 1,837

賞 与 引 当 金 75

返 品 調 整 引 当 金 14

移 転 費 用 引 当 金 45

そ の 他 223

固 定 負 債 3,082

長 期 借 入 金 1,350

リ ー ス 債 務 0

役員退職慰労引当金 157

資 産 除 去 債 務 142

繰 延 税 金 負 債 1,115

再評価に係る繰延税金負債 61

そ の 他 255

負 債 合 計 18,427

純 資 産 の 部

株 主 資 本 24,300

資 本 金 3,622

資 本 剰 余 金 4,148

資 本 準 備 金 4,148

利 益 剰 余 金 17,159

利 益 準 備 金 806

そ の 他 利 益 剰 余 金 16,353

固定資産圧縮積立金 1,379

別 途 積 立 金 15,500

繰 越 利 益 剰 余 金 △525

自 己 株 式 △630

評価・換算差額等 1,362

その他有価証券評価差額金 1,058

繰延ヘッジ損益 303

土地再評価差額金 0

新 株 予 約 権 231

純 資 産 合 計 25,894

資 産 合 計 44,322 負債・純資産合計 44,322

(注) 記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

(自 2021年３月１日
至 2022年２月28日) (単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高 55,050

売 上 原 価 45,723

売 上 総 利 益 9,326

返 品 調 整 引 当 金 繰 入 額 △5

差 引 売 上 総 利 益 9,331

販売費及び一般管理費 11,846

営 業 損 失 2,515

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 442

そ の 他 167 610

営 業 外 費 用

支 払 利 息 39

そ の 他 17 57

経 常 損 失 1,962

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 305

固 定 資 産 売 却 益 0 305

特 別 損 失

減 損 損 失 133

移 転 費 用 引 当 金 繰 入 額 45

そ の 他 16 195

税 引 前 当 期 純 損 失 1,852

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 32

法 人 税 等 調 整 額 △23 8

当 期 純 損 失 1,861

(注) 記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(自 2021年３月１日
至 2022年２月28日) (単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

資 本
準 備 金

資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益
剰 余 金
合 計

固定資産
圧 縮
積 立 金

別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

2021年３月１日残高 3,622 4,148 4,148 806 1,380 15,500 1,722 19,409

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △185 △185

当 期 純 損 失 △1,861 △1,861

自己株式の取得

自己株式の消却 △203 △203

積 立 金 の 取 崩 △1 1 ―
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ― △1 ― △2,248 △2,250

2022年２月28日残高 3,622 4,148 4,148 806 1,379 15,500 △525 17,159

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

新 株
予 約 権

純 資 産
合 計自己株式

株主資本
合 計

そ の 他
有価証券
評 価
差 額 金

繰 延
ヘ ッ ジ
損 益

土 地
再 評 価
差 額 金

評価・換算
差 額 等
合 計

2021年３月１日残高 △646 26,533 1,209 107 0 1,317 231 28,082

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △185 △185

当 期 純 損 失 △1,861 △1,861

自己株式の取得 △186 △186 △186

自己株式の消却 203 ― ―

積 立 金 の 取 崩 ― ―
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

△150 196 ― 45 ― 45

当 期 変 動 額 合 計 16 △2,233 △150 196 ― 45 ― △2,187

2022年２月28日残高 △630 24,300 1,058 303 0 1,362 231 25,894

(注) 記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

1．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの……決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

時価のないもの……移動平均法による原価法

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法

時 価 法

(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法

商 品……主として移動平均法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）

2．固定資産の減価償却の方法

有形固定資産……定率法

(リース資産を除く) なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。

但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備

を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設

備及び構築物については、定額法を採用しております。

(少額減価償却資産)

取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、3年

間で均等償却する方法を採用しております。

無形固定資産……定額法

(リース資産を除く) なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。

但し、ソフトウエア（自社利用）については、社内におけ

る利用可能期間（５年又は10年）に基づく定額法を採用し

ております。

リ ー ス 資 産……所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を

採用しております。

長期前払費用……定額法

なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。
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3．引当金の計上基準

(1) 貸 倒 引 当 金……売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

(2) 賞 与 引 当 金……従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち、当

期の負担額を計上しております。

(3) 返品調整引当金……返品による損失に備えるため、過去の返品率等を勘案し、

損失見込額を計上しております。

(4) 移転費用引当金……事業所の移転等に伴う損失に備えて、損失見込額を計上し

ております。

(5) 退職給付引当金……従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しておりま

す。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）による定額法により翌事業

年度から費用処理しております。

未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取扱いが連

結貸借対照表と異なります。

(6) 役員退職慰労引当金……役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づき、

2007年５月23日（第96期定時株主総会）までの在任期間に

対応する要支給額を計上しております。

4．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。

5．ヘッジ会計の方法

(1) ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法……繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替

予約については、振当処理の要件を満たしている

場合は振当処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象……ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約 外貨建金銭債権債務

(3) ヘ ッ ジ 方 針……当社の社内管理規程に基づき、為替変動リスクを

ヘッジしております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法……為替予約においては、すべてが将来の実需取引に

基づくものであり、実行の可能性が極めて高いた

め有効性の判定を省略しております。

6．消費税等の会計処理

税抜方式によっております。
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(表示方法の変更に関する注記)

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31

日）を当事業年度より適用し、会計上の見積りに関する注記を開示しております。

(会計上の見積りに関する注記)

アパレル・テキスタイル関連事業に係る固定資産の減損

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額 111百万円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

① 当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法

当社は、固定資産のうち減損の兆候がある資産又は資産グループについて、当

該資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳

簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失として計上しております。

アパレル・テキスタイル関連事業に係る固定資産について、収益性が低下した

ことにより帳簿価額を回収可能価額まで減額し、帳簿価額の減少額を減損損失と

して計上しております。

なお、回収可能価額は正味売却価額または使用価値により測定しており、正味

売却価額は不動産鑑定評価額から処分費用見込み額を控除して算出しております。

使用価値は零として評価しております。

② 主要な仮定

正味売却価額を算出するにあたり用いた主要な仮定は、想定賃料、還元利回り、

割引率であります。

③ 翌事業年度の計算書類に与える影響

これらの仮定は、経済環境等の変化によって影響を受ける可能性があり、主要

な仮定に見直しが必要となった場合には、翌事業年度の減損損失の金額に影響を

及ぼす可能性があります。

(追加情報)

(新型コロナウイルス感染症に関する会計上の見積り)

新型コロナウイルス感染の拡大の収束の時期については予測が困難であり、入手可

能な情報を基に検討を実施しておりますが、一旦感染拡大が収束した後も、再流行の

拡大等から世界経済の低迷が長期化した場合は、当社の財政状態及び経営成績に重要

な影響を与える可能性があります。

当該感染症について翌事業年度中も影響が継続するものと仮定して、会計上の見積

りを行っております。
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(貸借対照表に関する注記)

1．担保に供している資産

長期差入保証金 40百万円

上記資産を買掛金11百万円の担保に供しております。

2．有形固定資産の減価償却累計額 1,667百万円

3．関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 77百万円

短期金銭債務 1,127百万円

長期金銭債務 0百万円

4．固定資産圧縮積立金は、租税特別措置法に基づくものであります。

5．「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の

再評価に関する法律の一部を改正する法律」(平成13年３月31日公布法律第19号）

に基づき、事業用の土地の再評価を行い、再評価差額から再評価に係る繰延税金

負債を控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しておりま

す。

同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第

２条第４号に定める地価税法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価

税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が

定めて公表した方法により算出した価額に基づいて、奥行価格補正等合理的

な調整を行って算出しております。

再評価を行った年月日 2002年２月28日

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における時価の合計

額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額

252百万円
(損益計算書に関する注記)
関係会社との取引高 売 上 高 81百万円

仕 入 高 等 1,420百万円

営業取引以外の取引高 361百万円

(株主資本等変動計算書に関する注記)

当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数

普通株式 323,438株
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(税効果会計に関する注記)

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

繰 越 欠 損 金 1,372百万円

返 品 調 整 引 当 金 4百万円

賞 与 引 当 金 22百万円

移 転 費 用 引 当 金 13百万円

役員退職慰労引当金 48百万円

貸 倒 引 当 金 25百万円

有 価 証 券 評 価 損 126百万円

減 損 損 失 204百万円

そ の 他 202百万円

計 2,020百万円

評 価 性 引 当 額 △1,995百万円

繰延税金資産 合計 25百万円

繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 608百万円

退 職 給 付 引 当 金 0百万円

資 産 除 去 債 務 8百万円

その他有価証券評価差額金 387百万円

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 135百万円

繰延税金負債 合計 1,141百万円

繰延税金負債の純額 1,115百万円

なお、上記のほか、土地再評価差額金に係る繰延税金資産が42百万円あり、評価

性引当額を42百万円計上しております。また、土地再評価差額金に係る繰延税金

負債が61百万円あります。

― 44 ―

2022年04月19日 18時01分 $FOLDER; 44ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



(関連当事者との取引に関する注記)

子会社

（単位：百万円）

属性 会社の名称
議決権等の所有

(被所有)割合

関連当事者

との関係
取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社

㈱タキヒヨー・

オペレーション

・プラザ

所有

直接 100％

･当社商品の保管及び

入出荷業務

･当社が資金を借入

･役員の兼任

資金の借入(注1) 101

短期借入金 638

利息の支払(注1) 1

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注)㈱タキヒヨー・オペレーション・プラザに対する資金の借入については、CMS(キ

ャッシュマネジメントシステム)による取引であり、取引金額は当期首残高から

の増減額を表示しております。資金の借入の利率は、市場金利を勘案して決定し

ております。

(１株当たり情報に関する注記)

1. １株当たり純資産額 2,796円53銭

2. １株当たり当期純損失 201円70銭

3. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 ※ ―

※潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するもの

の１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

(連結配当規制適用会社に関する注記)

当社は連結配当規制適用会社であります。

(減損損失に関する注記)

当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上いたしま

した。

場所 主な用途 種類 金額（百万円）

愛知県他 事業用資産 ソフトウエア等 133

当社は、事業の区分をもとに概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の

単位に基づき資産のグルーピングをしております。アパレル・テキスタイル関連事

業の一部の事業用資産等について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、特別損失

に計上しております。

なお、回収可能価額は正味売却価額または使用価値により測定しております。正

味売却価額は不動産鑑定評価額から処分費用見込み額を控除して算定しております。

使用価値は零として評価しております。

― 45 ―

2022年04月19日 18時01分 $FOLDER; 45ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



連 結 貸 借 対 照 表
(2022年２月28日現在) (単位：百万円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

無形固定資産

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

出 資 金

長 期 貸 付 金

退職給付に係る資産

長 期 差 入 保 証 金

保 険 積 立 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

21,599

4,533

11,071

4,516

26

35

1,429

△15

25,449

20,806

2,408

80

1,442

16,875

67

4,574

3,205

21

18

86

1,009

94

29

180

△72

流 動 負 債 14,525

支払手形及び買掛金 3,222

短 期 借 入 金 7,000

１年内返済予定の長期借入金 1,925

リ ー ス 債 務 50

未 払 金 1,786

未 払 法 人 税 等 70

賞 与 引 当 金 92

返 品 調 整 引 当 金 14

移 転 費 用 引 当 金 45

そ の 他 320

固 定 負 債 3,374

長 期 借 入 金 1,350

リ ー ス 債 務 47

退職給付に係る負債 55

役員退職慰労引当金 157

資 産 除 去 債 務 171

繰 延 税 金 負 債 1,218

再評価に係る繰延税金負債 61

そ の 他 314

負 債 合 計 17,900

純 資 産 の 部

株 主 資 本 27,452

資 本 金 3,622

資 本 剰 余 金 4,148

利 益 剰 余 金 20,311

自 己 株 式 △630

その他の包括利益累計額 1,463

その他有価証券評価差額金 1,051

繰延ヘッジ損益 303

土地再評価差額金 0

為替換算調整勘定 49

退職給付に係る調整累計額 58

新 株 予 約 権 231

純 資 産 合 計 29,148

資 産 合 計 47,048 負債・純資産合計 47,048

(注) 記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(自 2021年３月１日
至 2022年２月28日) (単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高 56,572

売 上 原 価 46,798

売 上 総 利 益 9,774

返 品 調 整 引 当 金 繰 入 額 △5

差 引 売 上 総 利 益 9,779

販売費及び一般管理費 12,007

営 業 損 失 2,228

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 99

そ の 他 173 272

営 業 外 費 用

支 払 利 息 37

そ の 他 20 57

経 常 損 失 2,012

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 305

固 定 資 産 売 却 益 0 305

特 別 損 失

減 損 損 失 133

移 転 費 用 引 当 金 繰 入 額 45

そ の 他 16 195

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 1,902

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 131

法 人 税 等 調 整 額 △8 122

当 期 純 損 失 2,025

親会社株主に帰属する当期純損失 2,025

(注) 記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(自 2021年３月１日
至 2022年２月28日) (単位：百万円)

株 主 資 本 その他の包括利益累計額

資 本 金
資 本
剰 余 金

利 益
剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計

そ の 他
有価証券
評価差額金

繰 延
ヘ ッ ジ
損 益

2021 年 ３ 月 １ 日 残 高 3,622 4,148 22,725 △646 29,849 1,231 107

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △185 △185

親会社株主に帰属する当期純損失 △2,025 △2,025

自 己 株 式 の 取 得 △186 △186

自 己 株 式 の 消 却 △203 203 ―

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△179 196

連結会計年度中の変動額合計 ― ― △2,413 16 △2,396 △179 196

2022 年 ２ 月 28 日 残 高 3,622 4,148 20,311 △630 27,452 1,051 303

その他の包括利益累計額

新株予約権
純 資 産
合 計土地再評価

差 額 金
為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括
利益累計額合計

2021 年 ３ 月 １ 日 残 高 0 △50 34 1,323 231 31,404

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △185

親会社株主に帰属する当期純損失 △2,025

自 己 株 式 の 取 得 △186

自 己 株 式 の 消 却 ―

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

― 100 23 140 ― 140

連結会計年度中の変動額合計 ― 100 23 140 ― △2,256

2022 年 ２ 月 28 日 残 高 0 49 58 1,463 231 29,148

(注) 記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表

(連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等)

1．連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 ６社

連結子会社の名称：ティー・ティー・シー㈱、瀧兵香港有限公司、ティー・

エフ・シー㈱、タキヒヨー（上海）貿易有限公司、㈱タキヒヨー・オペレー

ション・プラザ、タキヒヨー韓国㈱

(2) 非連結子会社はありません。

2．持分法の適用に関する事項

非連結子会社及び関連会社がないため、持分法の適用はありません。

3．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、瀧兵香港有限公司及びタキヒヨー（上海）貿易有限公司の

決算日は12月31日であります。なお、決算日の差異が３ヶ月を超えないため、

当該決算日に係る計算書類を連結しており、連結決算日との間に重要な取引が

生じた場合には、連結上必要な調整を行うことにしております。他の連結子会

社の事業年度末日と連結決算日は一致しております。

4．会計方針に関する事項

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの……決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

時価のないもの……移動平均法による原価法

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法

(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法

商 品……主として移動平均法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）

製品・仕掛品・原材料……主として個別原価法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）

貯 蔵 品……最終仕入原価法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）
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(4) 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産……定率法
(リース資産を除く) なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。

但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設
備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附
属設備及び構築物については、定額法を採用しておりま
す。
(少額減価償却資産)
取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３
年間で均等償却する方法を採用しております。

無形固定資産……定額法
(リース資産を除く) なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。
但し、ソフトウエア（自社利用）については、社内にお
ける利用可能期間（５年又は10年）に基づく定額法を採
用しております。

リ ー ス 資 産……所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資
産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
を採用しております。

長期前払費用……定額法
なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と
同一の基準によっております。

(5) 引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金……売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債
権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。

賞 与 引 当 金……従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち、
当連結会計年度の負担額を計上しております。

返品調整引当金……タキヒヨー㈱は返品による損失に備えるため、過去の返
品率等を勘案し、損失見込額を計上しております。

移転費用引当金……事業所の移転等に伴う損失に備えて、損失見込額を計上
しております。

役員退職慰労引当金……タキヒヨー㈱は役員の退職慰労金の支払に備えるため、
内規に基づき、2007年５月23日（第96期定時株主総会）
までの在任期間に対応する要支給額を計上しておりま
す。

(6) 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しております。

なお、在外子会社等の資産、負債、収益及び費用は決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含め

ております。
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(7) ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については、振当処

理の要件を満たしている場合は振当処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約 外貨建金銭債権債務

③ ヘッジ方針

主として、社内管理規程に基づき、為替変動リスクをヘッジしておりま

す。

④ ヘッジ有効性評価の方法

為替予約においては、すべてが将来の実需取引に基づくものであり、実行

の可能性が極めて高いため有効性の判定を省略しております。

(8) その他連結計算書類作成のための重要な事項

① 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末まで

の期間に帰属させる方法については、期間定額基準によっております。

数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

② 消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

(表示方法の変更に関する注記)

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31

日）を当連結会計年度より適用し、会計上の見積りに関する注記を開示しております。

(会計上の見積りに関する注記)

アパレル・テキスタイル関連事業に係る固定資産の減損

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 111百万円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

当社グループは、固定資産のうち減損の兆候がある資産又は資産グループに

ついて、当該資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フロ

ーの総額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として計上しております。
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アパレル・テキスタイル関連事業に係る固定資産について、収益性が低下し

たことにより帳簿価額を回収可能価額まで減額し、帳簿価額の減少額を減損損

失として計上しております。

なお、回収可能価額は正味売却価額または使用価値により測定しており、正

味売却価額は不動産鑑定評価額から処分費用見込み額を控除して算出しており

ます。使用価値は零として評価しております。

② 主要な仮定

正味売却価額を算出するにあたり用いた主要な仮定は、想定賃料、還元利回

り、割引率であります。

③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

これらの仮定は、経済環境等の変化によって影響を受ける可能性があり、主

要な仮定に見直しが必要となった場合には、翌連結会計年度の減損損失の金額

に影響を及ぼす可能性があります。

(追加情報)

(新型コロナウイルス感染症に関する会計上の見積り)

新型コロナウイルス感染の拡大の収束の時期については予測が困難であり、入手可

能な情報を基に検討を実施しておりますが、一旦感染拡大が収束した後も、再流行の

拡大等から世界経済の低迷が長期化した場合は、当社グループの財政状態、経営成績

に重要な影響を与える可能性があります。

当該感染症について翌連結会計年度中も影響が継続するものと仮定して、会計上の

見積りを行っております。

(連結貸借対照表に関する注記)

1．担保に供している資産

長期差入保証金 40百万円

上記資産を買掛金11百万円の担保に供しております。

2．有形固定資産の減価償却累計額 2,726百万円

3．「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の

再評価に関する法律の一部を改正する法律」(平成13年３月31日公布法律第19号）

に基づき、事業用の土地の再評価を行い、再評価差額から再評価に係る繰延税金

負債を控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しておりま

す。

同法律第３条第３項に定める再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第

２条第４号に定める地価税法（平成３年法律第69号）第16条に規定する地価

税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が

定めて公表した方法により算出した価額に基づいて、奥行価格補正等合理的

な調整を行って算出しております。

― 52 ―

2022年04月19日 18時01分 $FOLDER; 52ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



再評価を行った年月日 2002年２月28日

同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における

時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額

252百万円

(連結株主資本等変動計算書に関する注記)

1．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 9,500,000株

2．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2021年５月26日
定 時 株 主 総 会

普通株式 92 10.00 2021年２月28日 2021年５月27日

2021年 10月 11日
取 締 役 会

普通株式 92 10.00 2021年８月31日 2021年11月８日

計 185

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計

年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2022年５月25日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 91 10.00 2022年２月28日 2022年５月26日

3．当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間が到来していないものを除く）の

目的となる株式の種類及び数

普通株式 128,800株

(金融商品に関する注記)

1．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融商品に限定し、必要な

資金については、金融機関からの借入により調達しております。デリバティブ

取引は、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わ

ない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりま

す。また、その一部には、輸出業務等に伴って発生する外貨建ての営業債権が

あり、為替の変動リスクに晒されております。投資有価証券は主として株式及

び債券であり、市場価格の変動リスク及び信用リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。ま
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た、その一部には、輸入業務等に伴って発生する外貨建ての営業債務があり、

為替の変動リスクに晒されております。借入金は、主に設備投資や運転資金等

に必要な資金の調達を目的としております。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対す

るヘッジ取引を目的とした先物為替予約取引であります。なお、ヘッジ会計に

関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等に

ついては、前述の「会計方針に関する事項」に記載されている「(7) ヘッジ会

計の方法」をご覧ください。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等にかかるリスク）の管理

当社グループは、与信管理規則に従い、営業債権について取引先の状況を定

期的にモニタリングし、取引相手ごとの期日管理及び残高管理を行うととも

に、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

② 市場リスク（為替等の変動リスク）の管理

当社グループは、外貨建ての債権債務について、実需取引の範囲内で先物為

替予約取引を行っております。投資有価証券については、定期的に時価や発

行体の財務状況等を把握し、保有状況を継続的に見直しております。デリバ

ティブ取引の管理については、為替予約規則を設け、リスクヘッジ目的の取

引に限定して行っております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）

の管理

グループ各社において、資金繰計画を作成するなどして、流動性リスクを管

理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には

合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては、変

動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該

価額が変動することもあります。また、「2. 金融商品の時価等に関する事項」

におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリ

バティブ取引にかかる市場リスクを示すものではありません。
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2．金融商品の時価等に関する事項

2022年２月28日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認め

られるものは、次表には含まれておりません。（(注２)をご参照ください。）

連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価
（百万円）

差額
（百万円）

(1) 受取手形及び売掛金 11,071 11,071 ―

(2) 投資有価証券

その他有価証券 3,100 3,100 ―

資産計 14,172 14,172 ―

(1) 支払手形及び買掛金 3,222 3,222 ―

(2) 短期借入金 7,000 7,000 ―

(3) 長期借入金 3,275 3,276 △1

負債計 13,497 13,498 △1

デリバティブ取引(*) 439 439 ―

(*) デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計

で正味の債務となる項目については、( )で示しております。

(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1) 受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額によっています。

(2) 投資有価証券

株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取引金融機

関等から提示された価格によっております。また、保有目的ごとの有価証

券に関する注記事項は以下のとおりであります。

その他有価証券の当連結会計年度中の売却額は531百万円であり、売却益の合計額

は305百万円であります。また、その他有価証券において、種類毎の取得価額、連

結貸借対照表計上額及びこれらの差額については、次のとおりであります。
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種類
連結貸借対照表
計上額(百万円)

取得価額
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表
計上額が取得価
額を超えるもの

(1) 株式 2,796 1,303 1,492

(2) 債券 85 79 6

(3) その他 ― ― ―

小計 2,882 1,382 1,499

連結貸借対照表
計上額が取得価
額を超えないも
の

(1) 株式 201 258 △56

(2) 債券 ― ― ―

(3) その他 16 19 △3

小計 218 278 △59

合計 3,100 1,661 1,439

負債

(1) 支払手形及び買掛金、並びに(2) 短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額によっています。

(3) 長期借入金

元利金の合計額を同様の新規借入れを行った場合に想定される利率で割り

引いた現在価値により算定しております。

デリバティブ取引

ヘッジ会計が適用されていないもの

該当するものはありません。

ヘッジ会計が適用されているもの

ヘッジ会計の方法ごとの連結決算日における契約額は、次のとおりです。
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通貨関連

ヘッジ会計
の方法

取引の種類
主なヘッジ

対象

契約額(百万円) 時価
(百万円)うち１年超

原則的処理
方法

為替予約取引

売建

米ドル 売掛金 144 ― △0

ユーロ 売掛金 118 ― 1

買建

米ドル 買掛金 18,456 134 437

ユーロ 買掛金 365 ― △0

中国元 買掛金 3 ― 0

為替予約等の
振当処理

為替予約取引

(注2)

売建

米ドル 売掛金 3 ―

ユーロ 売掛金 2 ―

買建

米ドル 買掛金 508 ―

ユーロ 買掛金 33 ―

合計 19,635 134 439

(注)1．時価の算定方法は、取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算
定しております。

2．為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金及び
買掛金と一体として処理されているため、その時価は、当該売掛金及び
買掛金の時価に含めて記載しております。

(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

連結貸借対照表計上額（百万円）

その他有価証券

非上場株式 105

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ
ることから、「(2) 投資有価証券」には含めておりません。
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(注３)金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

１年以内

（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超

（百万円）

受取手形及び売掛金 11,071 ― ― ―

投資有価証券

その他有価証券のうち

満期があるもの

①債券

社債 ― ― ― 84

その他 ― ― ― ―

②その他 ― ― ― 16

合計 11,071 ― ― 101

(注４)長期借入金、リース債務（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後
５年間の返済予定額

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 600 600 150 ―

リース債務 34 13 ― ―

(賃貸等不動産に関する注記)

賃貸等不動産の状況及び時価に関する事項

1．賃貸等不動産の概要

当社及び一部の連結子会社では、愛知県その他の地域において、賃貸用のマンシ

ョン及び土地等を有しております。

2．賃貸等不動産に関する連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変

動並びに連結決算日における時価及び当該時価の算定方法

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結決算日に
おける時価
（百万円）当期首残高 当期増減額 当期末残高

賃貸等不動産 18,130 73 18,203 37,686

(注)1．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額
を控除した金額であります。

2．主な変動
賃貸等不動産の当連結会計年度増減額のうち、増加額は不動産取得（165百
万円）、減少額は減価償却費（92百万円）であります。

3．時価の算定方法
当連結会計年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士によ
る不動産鑑定評価書に基づく金額、その他の物件については路線価等の市場
価格を反映していると考えられる指標に基づき算定した金額であります。
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3．賃貸等不動産に関する2022年２月期における損益

賃貸収益
（百万円）

賃貸費用
（百万円）

差額
（百万円）

その他損益
（百万円）

賃貸等不動産 849 286 562 ―

(１株当たり情報に関する注記)

1. １株当たり純資産額 3,151円11銭

2. １株当たり当期純損失 219円42銭

3. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 ※ ―

※潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するもの

の１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

(減損損失に関する注記)

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を

計上いたしました。

場所 主な用途 種類 金額（百万円）

愛知県他 事業用資産 ソフトウエア等 133

当社グループは、事業の区分をもとに概ね独立したキャッシュ・フローを生み出

す最小の単位に基づき資産のグルーピングをしております。アパレル・テキスタイ

ル関連事業の一部の事業用資産等について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

特別損失に計上しております。

なお、回収可能価額は正味売却価額または使用価値により測定しております。正

味売却価額は不動産鑑定評価額から処分費用見込み額を控除して算定しております。

使用価値は零として評価しております。
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会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
2022年４月12日

タキヒヨー株式会社

取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人

名古屋事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 髙 橋 浩 彦

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 水 野 大

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、タキヒヨー株式

会社の2021年３月１日から2022年２月28日までの第111期事業年度の計算書類、
すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並び
にその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状
況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監
査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職
業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は
誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営
者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類

等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥
当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要
がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職

務の執行を監視することにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等

に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得
て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明すること
にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる
場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、

監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持し
て以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要
な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及
び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な
監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するための
ものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な
監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によっ
て行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価す
る。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかど
うか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じ
させるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論
付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実
性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除
外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書
日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業
は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含
めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や
会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査

の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及
び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理

に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に
考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて
いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。
以 上
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
2022年４月12日

タキヒヨー株式会社

取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人

名古屋事務所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 髙 橋 浩 彦

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 水 野 大

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、タキヒヨー株式会社の

2021年３月１日から2022年２月28日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわ
ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記
表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、タキヒヨー株式会社及び連結子会社からなる
企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な
点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の
監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における
職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又
は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計

算書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公
正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する
必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職

務の執行を監視することにある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書

類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を
得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明する
ことにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、

監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持し
て以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要
な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及
び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な
監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するため
のものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切
な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によっ
て行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価す
る。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるか
どうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生
じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結
論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査
報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不
確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に
対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監
査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を
含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる
取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情
報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監
査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意
見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査

の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及
び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理

に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に
考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて
いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法

の規定により記載すべき利害関係はない。
以 上
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監査等委員会の監査報告書謄本
監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2021年3月1日から2022年2月28日までの第111期事業年度における取締役の職
務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

1. 監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会

決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役
及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を
求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、

重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、
必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業
務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び使用人
等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各取組
みについては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を
加えました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成
17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説
明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書
類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検
討いたしました。

2. 監査の結果
（1） 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認
められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関しては、取締役の職務の執行も含め、今後とも継続的な見直しと改善
が重要であると考えます。

④ 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関す
る基本方針は相当であると認めます。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第
３号ロの各取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損なう
ものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと認めます。

（2） 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3） 連結計算書類の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2022年４月13日

タキヒヨー株式会社 監査等委員会
常 勤 監 査 等 委 員 丹 羽 卓 三 ㊞
監 査 等 委 員 鷲 野 直 久 ㊞
監 査 等 委 員 菊 間 千 乃 ㊞

（注） 監査等委員 鷲野直久及び菊間千乃は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する

社外取締役であります。

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件
剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じ

ます。

１．剰余金の処分に関する事項
繰越利益剰余金の欠損を填補し、今後の機動的な株主還元に備え

るため、下記のとおり別途積立金の一部を取崩し、繰越利益剰余金
に振り替えたいと存じます。
(1) 減少する剰余金の項目及びその額

別途積立金 5,000,000,000円
(2) 増加する剰余金の項目及びその額

繰越利益剰余金 5,000,000,000円

２．期末配当に関する事項
当社は、長期的な経営基盤の確立のため、財務体質の強化に努め

るとともに、配当についても株主の皆さまへの利益還元を経営の重
要課題の一つと考えております。更に、積極的かつ安定した配当を
継続するとともに、内部留保を充実すること等を勘案し配当を行う
ことを基本方針としております。

このような方針のもと、当期の期末配当につきましては、次のと
おりとさせていただきたいと存じます。
(1) 配当財産の種類

金銭といたします。
(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金10円 総額 91,765,620円
(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

2022年５月26日
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第２号議案 定款一部変更の件
１．変更の理由
「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第

１条ただし書きに規定する改正規定が2022年９月１日に施行されま
すので、株主総会資料の電子提供制度導入に備えるため、次のとお
り当社定款を変更するものであります。
(1) 変更案第20条第１項は、株主総会参考書類等の内容である情報

について、電子提供措置をとる旨を定めるものであります。
(2) 変更案第20条第２項は、書面交付請求をした株主に交付する書

面に記載する事項の範囲を限定するための規定を設けるもので
あります。

(3) 株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供の規定
（現行定款第20条）は不要となるため、これを削除するもので
あります。

(4) 上記の新設・削除に伴い、効力発生日等に関する附則を設ける
ものであります。
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２．変更の内容
変更内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分）

現 行 定 款 変 更 案

（株主総会参考書類等のインターネット

開示とみなし提供）

(削除)

第20条 当会社は、株主総会の招集に際

し、株主総会参考書類、事業報

告、計算書類及び連結計算書類

に記載又は表示をすべき事項に

係る情報を、法務省令に定める

ところに従いインターネットを

利用する方法で開示することに

より、株主に対して提供したも

のとみなすことができる。

(新設) （電子提供措置等）

第20条 当会社は、株主総会の招集に際

し、株主総会参考書類等の内容

である情報について、電子提供

措置をとるものとする。

２. 当会社は、電子提供措置をとる

事項のうち法務省令で定めるも

のの全部または一部について、

議決権の基準日までに書面交付

請求した株主に対して交付する

書面に記載しないことができ

る。
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現 行 定 款 変 更 案

(附則) （附則）

（監査役の責任免除に関する経過措置） 第1条 （監査役の責任免除に関する経過

措置）

１.当会社は、第109期定時株主総会にお

いて決議された定款一部変更の効力

が生ずる前の任務を怠ったことによ

る監査役（監査役であった者を含

む。）の損害賠償責任を、法令の限度

において、取締役会の決議により免

除することができる。

１.当会社は、第109期定時株主総会にお

いて決議された定款一部変更の効力

が生ずる前の任務を怠ったことによ

る監査役（監査役であった者を含

む。）の損害賠償責任を、法令の限度

において、取締役会の決議により免

除することができる。

２.当会社は、第109期定時株主総会終結

前の監査役（監査役であった者を含

む。）の行為に関する、会社法第423

条第1項の損害賠償責任を限定する契

約については、なお同定時株主総会

の決議による変更前の定款第41条第2

項の定めるところによる。

２.当会社は、第109期定時株主総会終結

前の監査役（監査役であった者を含

む。）の行為に関する、会社法第423

条第1項の損害賠償責任を限定する契

約については、なお同定時株主総会

の決議による変更前の定款第41条第2

項の定めるところによる。

(新設) 第2条 （電子提供措置等に関する経過措

置）

１. 変更前定款第20条（株主総会参考書

類等のインターネット開示とみなし

提供）の削除及び変更後定款第20条

（電子提供措置等）の新設は、2022

年９月１日から効力を生ずるものと

する。

(新設) ２. 前項の規定にかかわらず、2023年２

月末日までの日を株主総会の日とす

る株主総会については、変更前定款

第20条（株主総会参考書類等のイン

ターネット開示とみなし提供）はな

お効力を有する。

３. 本条は、2023年３月１日又は前項の

株主総会の日から３か月を経過した

日のいずれか遅い日後にこれを削除

する。
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第３号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任
の件

現任取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名は、本総会
終結の時をもって全員任期満了となりますので、取締役（監査等委
員である取締役を除く。）６名の選任をお願いいたしたいと存じま
す。
取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとお

りです。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当社の株式数

１
たき かず お

滝 一 夫
(1960年１月27日生)

1990年３月 当社入社

2003年３月 執行役員テキスタイル事業部副事

業部長兼テキスタイルⅡ部長兼企

画開発室長

2004年５月 取締役テキスタイル事業部長兼企

画開発室長

2008年３月 常務取締役テキスタイル事業部長

2008年９月 常務取締役テキスタイル事業部長

兼テキスタイルⅠ部長

2009年３月 常務取締役テキスタイル事業部長

兼テキスタイル企画営業部長

2010年３月 常務取締役営業部門副統轄

2011年３月 取締役社長

2016年５月 代表取締役社長執行役員

2019年９月 代表取締役社長執行役員営業本部長

2021年１月 代表取締役社長執行役員(現任)

114,160株

― 69 ―

2022年04月19日 18時01分 $FOLDER; 69ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当社の株式数

２
む とう あつし

武 藤 篤
(1956年２月23日生)

2006年４月 当社入社執行役員特命担当兼スタッフ部門担当

2006年５月 取締役特命担当兼スタッフ部門担当

2009年３月 常務取締役特命担当兼スタッフ部門担当

2012年３月 常務取締役スタッフ部門統轄

2015年３月 専務取締役スタッフ部門統轄

2016年５月 取締役専務執行役員スタッフ部門統轄

2019年４月 取締役専務執行役員スタッフ部門

統轄兼コメダ営業部担当

2020年３月 取締役専務執行役員スタッフ部門統轄

兼アパレル第一営業部担当兼コメダ営業

部担当兼法務コンプライアンス室長

2021年１月 取締役上席専務執行役員社長補佐兼

新規事業案件担当兼ジョイントビジネス

グループマネジャー

2021年５月 取締役上席専務執行役員社長補佐兼スタッフ

担当兼新規営業案件担当兼ジョイント

ビジネスグループマネジャー

2022年３月 取締役上席専務執行役員社長補佐

兼スタッフ担当(現任)

10,800株

３
おか もと さとし

岡 本 智
(1957年８月16日生)

1980年４月 当社入社

2000年３月 アパレル事業部ベビー・キッズⅠ部長

2005年３月 執行役員アパレル事業部ベビー・キ

ッズⅠ部長兼ベビー・キッズⅡ部長

2008年３月 執行役員アパレル事業部婦人服部長

2008年５月 取締役アパレル事業部婦人服部長

2010年３月 取締役第２営業部統轄兼婦人服部長

2011年３月 常務取締役第２営業部統轄

2013年３月 専務取締役営業本部長

2016年５月 取締役専務執行役員営業本部長

2017年11月 取締役専務執行役員営業本部長兼ア

パレル第二営業部担当兼テキスタイ

ル営業部担当兼国際営業部担当

2019年３月 取締役専務執行役員営業本部長兼ア

パレル第二営業部担当

2019年９月 取締役専務執行役員営業副本部長兼

アパレル第二営業部担当

2020年３月 取締役専務執行役員営業副本部長

2021年１月 取締役専務執行役員首都圏営業グル

ープマネジャー

2022年３月 取締役専務執行役員アカウントグル

ープマネジャー(現任)

17,100株
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する
当社の株式数

４
※

いた くら ひで のり

板 倉 秀 紀
(1971年２月15日生)

1994年４月 当社入社

2013年３月 アパレル事業部婦人Ⅱ部長

2014年３月 アパレル営業部メンズ部長

2019年３月 アパレル第一営業部婦人Ⅱ部長

2021年１月 執行役員アパレルグループ副マネジャー兼

布帛・ボトムスセクションリーダー

2022年３月 執行役員ガーメント第１グループ

マネジャー(現任)

900株

５
いま い ひろし

今 井 博
(1952年７月17日生)

1975年４月 株式会社オンワード樫山（現 株式会社

オンワードホールディングス）入社

2000年３月 同社執行役員ポールスミス事業本部長

2005年５月 同社取締役常務執行役員事業本部統括

2008年３月 同社執行役員ブランドマーケティング室長

2012年３月 同社執行役員レディス事業本部長

2014年３月 同社顧問

2015年５月 同社顧問退任

2015年６月 株式会社マインドウインド入社

同社常務取締役レディス事業部長

2016年５月 当社社外取締役(現任)

2019年１月 株式会社マインドウインド退社

300株

６
お がさわら たけし

小笠原 剛
(1953年８月１日生)

1977年４月 株式会社東海銀行入行

2004年５月 株式会社UFJ銀行執行役員

2004年６月 同行取締役執行役員

2006年１月 株式会社三菱東京UFJ銀行執行役員

2007年５月 同行常務執行役員

2008年６月 同行常務取締役

2011年５月 同行専務取締役

2012年６月 同行取締役副頭取

2016年６月 同行常任顧問

2017年６月 トヨタ紡織株式会社社外取締役(現任)

2017年６月 株式会社御園座代表取締役会長(現任)

2018年６月 株式会社三菱UFJ銀行顧問(現任)

2020年５月 当社社外取締役(現任)

2021年６月 株式会社スズケン社外取締役監査

等委員(現任)

100株

(注) 1. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

2. ※は、新任取締役候補者であります。

3. 各候補者を取締役候補者とした理由は、以下のとおりです。

(1) 滝一夫氏につきましては、テキスタイル事業をはじめとした当社事業の全

般に精通し、2011年３月に当社の取締役社長に就任して以来、優れた経営

手腕とリーダーシップを発揮していることから、取締役候補者としまし

た。
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(2) 武藤篤氏につきましては、経営財務に関する豊富な経験と実績を有し、ガ

バナンスに加え営業分野でも当社の変革に尽力していることから、取締役

候補者としました。

(3) 岡本智氏につきましては、アパレル事業全般に関する豊富な経験と実績を

有し、当社の営業部門を長く牽引していることから、取締役候補者としま

した。

(4) 板倉秀紀氏につきましては、アパレル全般の豊富な知識と営業の責任者を

務めた経験を当社の経営に活かしていただくため、取締役候補者としまし

た。

(5) 今井博氏につきましては、大手百貨店アパレルメーカーの取締役としての

幅広い見識と豊富な経験を当社の経営に活かしていただくため、社外取締

役候補者としました。選任後は、引き続き、独立の立場から経営の監督機

能の向上に尽力いただくことを期待しております。

(6) 小笠原剛氏につきましては、金融機関の経営者として有する幅広い見識と

豊富な経営経験を当社の経営に活かしていただくため、社外取締役候補者

としました。選任後は、引き続き、独立の立場から経営の監督機能の向上

に尽力いただくことを期待しております。

4. 今井博氏、小笠原剛氏の両氏は、社外取締役候補者となります。社外取締

役候補者に関する事項は以下のとおりです。

(1) 当社は、今井博氏、小笠原剛氏の両氏を東京証券取引所及び名古屋証券取

引所に独立役員として届け出ており、両氏が選任された場合には、引き続

き独立役員とする予定です。

(2) 今井博氏、小笠原剛氏の両氏が当社の社外取締役に就任してからの年数

は、本定時株主総会終結の時をもって、それぞれ６年及び２年となりま

す。

(3) 当社と今井博氏、小笠原剛氏の両氏は、会社法第423条第１項の責任につ

いて、両氏が職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、同法

第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として賠償する責任を負う

ものとする責任限定契約を締結しており、両氏が選任された場合には、当

該契約は継続となります。

5. 当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者で

ある役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと、又は当該責任の追及

に係る請求を受けることによって生ずることのある損害について、当該保

険により填補することとしております。候補者は、当該保険契約の被保険

者に含められることとなります。

6. 監査等委員会は、当社の企業理念及び経営戦略等を踏まえ、取締役会がそ

の役割責務を実効的に果たすための知識・経験・能力のバランス及び員数

等について検討を行い、全ての取締役候補者について適任であると判断し

ております。
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第４号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
現任監査等委員である取締役３名は、本総会終結の時をもって全

員任期満了となりますので、監査等委員である取締役３名の選任を
お願いいたしたいと存じます。

なお、本議案の提出につきましては、あらかじめ監査等委員会の
同意を得ております。
監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりです。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する

当社の株式数

１ 丹
に

羽
わ

卓
たく

三
ぞう

(1964年10月23日生)

1989年４月 当社入社

2012年３月 経理部長

2013年３月 監査室長

2015年５月 常勤監査役

2020年５月 取締役常勤監査等委員(現任)

5,400株

２ 鷲
わし

野
の

直
なお

久
ひさ

(1959年８月25日生)

1984年４月 大成建設株式会社入社

1988年３月 同社退社

1991年10月 太田昭和監査法人 (現EY新日本有限

責任監査法人) 名古屋事務所入所

1998年５月 同法人退所

1998年６月 有限会社鷲野経営サービス代表取締役（現任）

2001年１月 鷲野公認会計士事務所所長（現任）

2009年５月 当社社外監査役

2019年１月 税理士法人鷲野会計代表社員

2020年５月 当社社外取締役監査等委員(現任)

2020年７月 税理士法人鷲野会計社員(現任)

7,300株

３ 菊
きく

間
ま

千
ゆき

乃
の

(1972年３月５日生)

1995年４月 株式会社フジテレビジョン入社

2011年12月 弁護士登録

2011年12月 弁護士法人松尾綜合法律事務所 入所

2018年６月 株式会社コーセー社外取締役(現任)

2020年５月 当社社外取締役監査等委員(現任)

2020年６月 アルコニックス株式会社社外取締役(現任)

2020年６月 株式会社キッツ社外取締役(現任)

2022年１月 弁護士法人松尾綜合法律事務所

代表社員弁護士(現任)

500株

(注) 1. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

2. 各候補者を監査等委員である取締役候補者とした理由は、以下のとおりで

す。

(1) 丹羽卓三氏につきましては、当社の経理財務及び内部監査の責任者を務め

た経験と監査役としての実績を、当社の監査体制に活かしていただくため

監査等委員である取締役候補者としました。
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(2) 鷲野直久氏につきましては、公認会計士としての専門的分野を含めた幅広

い見識と豊富な実務経験を有しており、ガバナンス体制の強化及び経営の

監督機能の向上が期待できることから、監査等委員である社外取締役候補

者としました。

(3) 菊間千乃氏につきましては、弁護士及びマスメディア関係者として幅広い

見識と豊富な実務経験を有しており、ガバナンス体制の強化及び経営の監

督機能の向上が期待できることから、監査等委員である社外取締役候補者

としました。

3. 鷲野直久氏、菊間千乃氏の両氏は監査等委員である社外取締役候補者となり

ます。監査等委員である社外取締役候補者に関する事項は、以下のとおりで

す。

(1) 鷲野直久氏、菊間千乃氏の両氏につきまして、当社は既に東京証券取引所

及び名古屋証券取引所に対し独立役員として届け出ており、両氏が選任さ

れた場合には、引き続き独立役員とする予定です。

(2) 鷲野直久氏、菊間千乃氏の両氏が当社の監査等委員である社外取締役に就

任してからの年数は、本定時株主総会終結の時をもって、２年となりま

す。

4. 当社と丹羽卓三氏、鷲野直久氏、菊間千乃氏の各氏は、会社法第423条第１

項の責任について、各氏が職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないと

きは、同法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として賠償する責

任を負うものとする責任限定契約を締結しており、各氏が選任された場合に

は、当該契約は継続となります。

5. 当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者であ

る役員等がその職務の執行に関し責任を負うこと、又は当該責任の追及に係

る請求を受けることによって生ずることのある損害について、当該保険によ

り填補することとしております。候補者は、当該保険契約の被保険者に含め

られることとなります。

6. 菊間千乃氏はアルコニックス株式会社の社外取締役を務めており、2020年12

月、同社の連結子会社において不適切な会計処理が行われていたことが判明

いたしました。同氏は本件事実が発覚するまで、当該事実を認識しておりま

せんでしたが、以前から同社取締役会において、コンプライアンスの観点か

ら発言を行っており、当該事実の判明後は、事実関係の調査、原因解明及び

再発防止に関する提言を行っております。
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(ご参考)

取締役のスキルマトリックス(第３号議案、第４号議案が承認された場合)

知見・経験

企業経営
リスク管理・
ガバナンス・
コンプライアンス

法 務
財務・会計・

税務
国際ビジネス

サステナ
ビリティ

営業・販売

滝 一夫 ○ ○ ○ ○ ○

武藤 篤 ○ ○ ○

岡本 智 ○

板倉 秀紀 ○

今井 博 ○ ○ ○

小笠原 剛 ○ ○ ○ ○

丹羽 卓三 ○ ○

鷲野 直久 ○ ○

菊間 千乃 ○ ○ ○

以 上
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株主総会会場
TKPガーデンシティPREMIUM
名古屋ルーセントタワー

東海道本線

東海道新幹線

地下連絡通路

太閤通口

ＪＲ名古屋

桜通

地下鉄｢名古屋｣

名鉄

近鉄

至笹島

桜通口

ミッドランド
スクエア

大名古屋
ビルヂング

JPタワー 至久屋大通

ＪＲセントラル
タワーズ

ＪＲゲート
タワー

株主総会会場のご案内

当社の株主総会は下記の場所で行いますので、ご案内申しあげます。

記

会 場 名古屋市西区牛島町６番１号
名古屋ルーセントタワー 16階
TKPガーデンシティPREMIUM名古屋ルーセントタワー会議室

交通機関
地下鉄 東山線「名古屋」駅から地下連絡通路

ルーセントアベニュー直結 徒歩10分

自家用車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申しあげます。

新型コロナウイルスの影響など、諸般の事情を鑑み、お土産を中止さ

せていただきます。

事情ご賢察のうえ、何卒ご理解賜りますようお願い申しあげます。
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